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序     文 

 

日本国政府は、カザフスタン共和国の要請に基き、同国「セミパラチンスク地域医療改善計画」

を行うことを決定し、旧ソ連時代に行われた原水爆核実験の影響で放射線に汚染されたセミパラ

チンスク地区の検診体制の改善を目的として、2000 年７月１日から 2003 年６月 30日までの３年

間の予定で技術協力プロジェクトとして実施されました。2003 年１月から２月にかけて実施され

た評価調査では、検診データの活用など更なる技術移転の必要性についてカザフスタン側とも確

認されたため、さらに 2005 年６月 30 日までの２年間、プロジェクト期間が延長されました。 

当機構は、本件協力の終了を控え、2005 年５月 14 日～６月８日まで、終了時評価調査団を派

遣し、カザフスタン共和国側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績並びにその結果に

ついて、総合的な評価を行うとともに、プロジェクト終了後の方向性等について協議しました。 

これらの評価結果はミニッツに取りまとめられ、日本国・カザフスタン国双方の合意のもとに、

署名交換が行われました。 

この報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業

を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 17 年６月 

 

独立行政法人国際協力機構   

人間開発部長 末森 満  
 



 
 

 

 

 

 

 

 
 

供与機材  ２次医療施設の手術室機材 
（超音波診断装置・バラドゥーリハ村）  （バラドゥーリハ村） 
 

 

 

 

 

 

 

 
無償資金協力による供与機材 供与機材（ディスカッション装置付き 

（検診車・バラドゥーリハ村） 光学顕微鏡・診断センター） 
 

 

 

 

 

 

 

 
カウンターパートとの協議風景 医学アカデミー付属病院 

 

 

 

 

 

 

 

 
検診データのデータベース 保健省での M/M 支援 

（診断センター）  





評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：カザフスタン共和国 案件名：セミパラチンスク地域医療改善計画

分野：医療・保健 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 第三グループ 保健行政チ

ーム 

協力金額（プロジェクト全体）：342,194 千円

        （延長期間）：189,928 千円

先方関係機関：東カザフスタン州保健局、セ

ミパラチンスク診断センター等 

 

協力期間 

（R/D） ：2000 年３月 20 日～ 

 2003 年６月 30日 

（延長）：2003 年７月１日～ 

 2005 年６月 30日 
日本側協力機関：大分県立看護科学大学、（財）

放射線影響研究所、（財）広島原爆被害者対策

協議会、広島大学、長崎大学 

他の関連協力：セミパラチンスク医療機材整備計画 

１－１ 協力の背景と概要 

カザフスタン国セミパラチンスク周辺地域では旧ソ連時代に約40年間にわたり約470回とも言

われている原水爆核爆発実験が行われた結果、地下水・土壌及び周辺住民の生活環境が悪化して

いる。1997 年の国連総会において同地域に対する支援が満場一致で決議され、1998 年の総会で日

本政府が国際会議の開催を表明した。具体的には、我が国は同地域に対する医療支援を行うこと

とし、短期専門家の派遣及びプロジェクト形成調査を通じ、現地医療行政機関、医療施設の視察・

調査を行った。また、｢セミパラチンスク支援東京国際会議｣開催により世界に対し今後の技術協

力、無償資金協力による支援方針を表明した。 

これを受け JICA は２回の事前調査を行ったうえで、2000 年３月に技術協力｢セミパラチンスク

地域医療改善計画｣に係るミニッツの署名交換を行い、2000 年７月から３年間の計画で、セミパ

ラチンスク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング・精密診断・確定診断体制の確立及

び診断後のデータの収集、分析への支援、研修員受入れによる人材育成及び機材供与を柱とした

技術協力を実施した。 

2003 年１月 24 日から２月８日の期間で実施された評価調査の結果、本プロジェクトにおいて

開始された検診体制を確立し、プロジェクト目標を達成するためにはプロジェクト期間を延長す

る必要があることが関係者間で認識され、2003 年７月１日から 2005 年６月 30日までの２年間、

プロジェクト期間が延長された。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標：セミパラチンスク市及び周辺市域の地域医療体制が改善する。 

（２）プロジェクト目標：セミパラチンスク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング、 

精密診断、確定診断体制が改善する。 

（３）アウトプット 

１）行政、住民の放射能影響に対する理解が深まる。 

２）既存の医療施設や検診車を利用した一次スクリーニングが効率的、計画的に行われる。 

３）有所見者に対する精密検診が効率的、計画的に行われる。 

４）特定疾患に関し確定診断が行われる。 

５）一次スクリーニングから確定診断までのデータが蓄積される。 

６）蓄積されたデータが行政施策策定のために活用される。 

 

 

 
 



 
（４）投入 

日本側： 

    短期専門家派遣  76 名（合計人月 114.75M/M、うち延期期間中 43 名、66.54M/M） 

    研修員受入れ   16 名（保健行政 13名、データベース整備１名、細胞診断２名） 

   相手国側：機材供与（延長期間）：円換算で 35,392 千円 

    現地活動費等（延長期間）：円換算で 10,954 千円 

    カウンターパート配置：延べ 1,004 名 

    施設・事務所の提供：セミパラチンスク診断センターに JICA プロジェクトオフィス設置 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

（１） 総括：   橋爪 章 （独）国際協力機構人間開発部 技術審議役 

（２） 技術評価１：草間 朋子 大分県立看護科学大学 学長 

（３） 技術評価２：伊藤 千賀子 （財）広島原爆被害者対策協議会 

健康管理・増進センター 所長 

（４） 協力計画：  葦田 竜也 （独）国際協力機構人間開発部第三グループ 

 保健行政チーム 職員 

（５） 評価分析：  喜多 桂子 グローバルリンクマネージメント（株） 

（６） 通訳：      香取 潤 （財）日本国際協力センター 

調査期間  2005 年５月 14 日～６月８日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成度 

  プロジェクト目標「セミパラチンスク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング、精密

診断、確定診断体制が改善する。」はほぼ達成されたといえる。各々の体制は確立されており、終

了時評価時までに、一次スクリーニング受検者 15,751 人、精密診断患者 829 人、特定疾患者 71

人のデータがオラクルデータベースに入力されている。パパニコロウ染色法の導入によって診断

精度が向上し、がんの早期発見が可能となったが、現在までに 36人の医療スタッフがパパニコロ

ウ染色法を習得している。また、対象疾病ごとに一次スクリーニングから確定診断の移送ルート

も決定・実施している。 

 

（２）成果（アウトプット）の達成度 

  プロジェクト延長期間中、活動は円滑に実施され、アウトプット６を除くすべてのアウトプッ

トが概ね達成されたといえる。今後の課題としては、一次スクリーニング有所見者のフォローア

ップ体制の改善が指摘される。アウトプット６「蓄積されたデータを行政施策策定のために活用

される。」は、すべてのデータの入力が終了してデータが処理されれば、実施される可能性が高い。

 

（３）実施プロセス 

  無償資金協力機材の導入が遅れたことで、一次スクリーニング活動の開始は大幅に遅滞したが、

無償資金協力機材を必要としない細胞診断、病理分野の技術移転においてはパパニコロウ染色法

のカザフスタンへの初めての導入・普及という成功をもたらした。 

プロジェクト延長期間中には、プロジェクトは円滑に実施され、オーナーシップも順調にカザ

フスタン側に移行された。 

 

 



３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

  本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。広島と長崎における長年の被爆者医療の経験を

生かした支援は、セミパラチンスク市周辺の高汚染地域の住民のニーズに合致しており、また社

会政策及び環境保護を戦略的課題としているカザフスタンの優先目標「2010 年までの発展計画」

にも合致している。 

 

（２）有効性 

  本プロジェクトの有効性は高いと評価される。アウトプット１～５のもとで計画されたすべて

の活動はほとんど終了している。すべての活動が終了すれば、アウトプットは達成され、結果と

して、プロジェクト目標が達成されるといえる。一方、アウトプット６のもとで計画された２つ

の活動は、いずれもまだ開始されていないが、現在進められている検診データのプログラム入力

が完成し統計化されれば開始される見込みが高い。前回終了時評価調査では、プロジェクト目標

が達成されるために、それぞれのアウトプットを有機的に結びつけて一連の検診体制を確立する

必要性が指摘されていたが、この提言は実行されたと評価できる。 

 

（３）効率性 

  プロジェクトは概ね効率的に実施されたと評価される。技術移転のため専門家派遣は、データ

整備を除いては、時期、期間、人数ともにほぼ適切であった。データ整備に関する技術移転は、

プロジェクトの初期段階に終了されるべきであったが、プロジェクト延長期間中に専門家の派遣

と本邦研修が適切に実施されたことで、それまでの遅れを取り戻すことができた。 

機材供与に関しても、プロジェクトの初期段階では無償資金協力の導入がカザフスタン側の要

因で遅れたが、プロジェクト延期期間中には特に問題は生じておらず、供与された機材は概ね適

切に活用されている。 

 

（４）インパクト 

  プロジェクト実施を通じて、いくつかの正のインパクトが確認された。検診車を利用した一次

スクリーニングは、僻地の住民に無料の検診機会を与えたほか、一次スクリーニングが各病院の

スタッフで構成される巡回チームによって実施されたことによって、各病院間のパートナーシッ

プが形成・強化された。また、最新の診断機器が供与されたことで、医師の治癒・治療能力とス

ピードが向上した結果、患者の入院日数が減少した。予期されなかったインパクトとして、結核

の早期発見が増えたことがあげられる。 

 

（５）自立発展性 

  今後、カウンターパートがプロジェクトの成果を独自で維持･発展させるための組織的・技術的

な基礎は築かれたと評価される。また、合同調整委員会において、プロジェクト終了後の州によ

る政策的・財政的な支援の継続が州保健局長によって表明された。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトにおいては、無償資金協力と技術協力プロジェクトの連携によって、限られた

プロジェクト期間で自立発展性の高い成果を生み出すことができた。 

 

 

 



（２）実施プロセスに関すること 

  無償資金協力機材導入の遅滞への対応策として、無償資金協力機材を必要としない細胞診断、

病理分野の専門家派遣を優先して実施するというスケジュール変更を行った。また、管轄機関が

市から州に変更し、本プロジェクトに継続的な支持と支援を行ってきた州保健局長がプロジェク

ト期間中を通じて現職であったこと、一次スクリーニングへの KazNII（国立放射線医療環境研究

所）の参加に加え、プロジェクト開始後、カザフスタン経済が成長に向かっていることなども成

功要因である。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

  特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

  E/N 署名および国会批准手続きの遅れによる無償機材導入の遅れは、その後のプロジェクト実

施プロセスに大きく影響を及ぼした。プロジェクト延長前３年間の期間中に実施された本邦研修

に参加した３名の保健行政官のうち２名が離職したが、プロジェクト延長期間中に実施された本

邦研修参加者のほぼ全員は、その後も継続してプロジェクトに従事している。 

 

３－５ 結論 

アウトプット６「蓄積されたデータが行政施策策定のために活用される」を除く５つの成果は

すべてほぼ達成されており、プロジェクト目標が近い将来に達成される可能性が高い。カザフス

タン側の今後の一層の努力によってアウトプット６が達成されれば、プロジェクト目標は確実に

達成できるであろう。 

５項目評価に関しては、妥当性は高く、プロジェクトが効率的・効果的に実施された結果、相

当の正のインパクトがもたらされた。プロジェクトの成果が今後も維持・発展される可能性は高

い。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）本プロジェクトによって構築されたデータベースが効果的かつ効率的に活用されるために、

医療スタッフ、プログラマー、その他の関係機関が協力関係を強化すること。また、カザフス

タン側は、その所有権やアクセスについても引き続き検討すること。 

 

（２）データベースの活用を通じて、一次スクリーニング受診者のフォローアップシステムを確立

すること。 

 

（３）一次スクリーニング活動実施のための専属チームが組織されること。 

 

（４）カザフスタン側は、本プロジェクトで移転された技術を他の地域にも普及することを検討す

ること。 

 

３－７ 教訓 

（１）プロジェクトの成功要因として、①無償資金協力と技術協力プロジェクトとの連携、②東カ

ザフスタン州保健局による支援によって構築された５つの実施機関（４つのカウンターパート

病院と放射線医療環境研究所）との良好な協力関係、③医師、看護師、技師などで編成された

健診チームメンバーの協力、があげられる。 
 



（２）本プロジェクトでカザフスタンに初めて導入されたパパニコロウ染色法の技術移転のための

セミナーをセミパラチンスクだけでなく、アスタナやアルマティにおいても実施するなど、カ

ザフスタン側は、日本人専門家を効果的に活用した。 

 

（３）本プロジェクトに長期専門家は派遣されなかったが、繰り返し派遣された短期専門家によっ

てカウンターパートとの良好な関係が築かれた。 

 

（４）カザフスタン側のプロジェクトコーディネーターが５年間のプロジェクト期間を通じてアサ

インされていたことで、プロジェクト実施のモニタリングが可能となった。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の目的 

カザフスタン共和国（以下、「カザフスタン」と記す）セミパラチンスク周辺地域では、旧ソ連時

代に約 40年間にわたり約 470 回ともいわれている原水爆核爆発実験が行われた結果、地下水・土壌及

び周辺住民の生活環境が悪化している。1997 年の国連総会において同地域に対する支援が満場一致で

決議され、1998 年の総会で日本政府が国際会議の開催を表明した。具体的には、我が国は同地域に対

する医療支援を行うこととし、短期専門家の派遣及びプロジェクト形成調査を通じ、現地医療行政機

関、医療施設の視察・調査を行った。また、｢セミパラチンスク支援東京国際会議｣開催により世界に

対し今後の技術協力、無償資金協力による支援方針を表明した。 

これを受け JICA は２回の事前調査を行ったうえで、2000 年３月に技術協力｢セミパラチンスク地域

医療改善計画｣に係るミニッツの署名交換を行い、2000 年７月から３年間の計画で、セミパラチンス

ク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング・精密診断・確定診断体制の確立及び診断後のデ

ータの収集、分析への支援、研修員受入れによる人材育成及び機材供与を柱とした技術協力を実施し

た。 

2003 年１月 24 日から２月８日の期間で実施された評価調査の結果、本プロジェクトにおいて開始

された検診体制を確立し、プロジェクト目標を達成するためにはプロジェクト期間を延長する必要が

あることが関係者間で認識され、2003 年７月１日から 2005 年６月 30日までの２年間、プロジェクト

期間が延長された。 

今般、プロジェクト延長期間も含め、協力期間の終了を迎えるにあたり、カザフスタン側の関係機

関とともに協力の成果について評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から評価を行うため調査団を派遣した。 

本評価調査団の目的は次のとおり。 

 

（１）延長後２年間の技術協力期間の実績を調査し、技術移転の達成度を総合的に評価する。 

 

（２）技術協力期間終了後の対応策について協議し、結果を両国政府関係者当局に提言する。  

 

１－２ 調査期間 

2005 年５月 14日～６月８日 
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１－３ 終了時評価調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括 橋爪 章 JICA 国際協力機構人間開発部 技術審議役 

技術評価１ 草間 朋子 大分県立看護科学大学 学長 

技術評価２ 伊藤 千賀子 （財）広島原爆被害者対策協議会健康管理・増進センター 所長 

協力計画 葦田 竜也 JICA 人間開発部保健行政チーム 職員 

評価分析 喜多 桂子 グローバルリンクマネージメント（株） コンサルタント 

通訳 香取 潤 （財）日本国際協力センター 

 

１－４ プロジェクトの概要 

（１）上位目標 

セミパラチンスク市内及び周辺地域の地域医療体制が改善する。 

 

（２）プロジェクト目標 

セミパラチンスク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング・精密診断・確定診断体制が

改善する。 

 

（３）アウトプット 

１）行政、住民の放射能影響に対する理解が深まる。 

２）既存の医療施設や検診車を利用した一次スクリーニングが効率的、計画的に行われる。 

３）有所見者に対する精密検診が効率的、計画的に行われる。 

４）特定疾患に関し確定診断が行われる。 

５）一次スクリーニングから確定診断までのデータが蓄積される。 

６）蓄積されたデータが行政施策策定のために活用される。 

 

１－５ 報告書の範囲 

この報告書は、現地で作成した英語とロシア語の「カザフスタン国セミパラチンスク地域医療改善

計画プロジェクト終了時評価報告書（2005 年６月６日）」を帰国後、補足・追記したものである。 
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第２章 終了時評価の手法 
 

２－１ 評価の手順 

 合同評価委員会は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）

手法に基づき評価を実施した。具体的な評価の手順は以下のとおり。 

 

（１）評価用 PDMe2（合同評価報告書 Annex２）に基づき、アウトプット及びプロジェクト目標の達成

度あるいは達成の見込みに関しての評価を行う。 

 

（２）プロジェクト実施マネージメントの観点から、実施プロセスに関しての評価･分析を行う。 

 

（３）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジェクト

を評価・分析する。 

 

（４）最後に、プロジェクトに関しての提言及び教訓を抽出する。 

 

２－２ 情報収集の方法 

 評価に用いた情報の主な入手先は以下のとおり。 

・プロジェクト・サイトの視察 

・短期専門家報告書 

・国内支援委員会の会議録を含む、プロジェクト実施過程で作成された会議録 

・2002 年５月 17 日及び 2003 年５月 29日付ミニッツ 

・日本とカザフスタン双方の投入記録や活動記録 

・日本人専門家／業務調整員とカザフスタン側カウンターパートへの質問票の回答及びインタビュ

ー結果 

 

２－３ 評価５項目による評価 

（１）妥当性 

プロジェクト目標と上位目標がカザフスタンの開発政策や受益者のニーズと一致しているか、

また日本の援助政策と一致しているかを評価する。 

 

（２）有効性 

プロジェクト目標がどの程度達成されたか、受益者にどのような利益をもたらしたかを評価す

る。 

 

（３）効率性 

投入がどれだけアウトプットに結びついたかを、タイミング、質、量の観点から評価する。 

 

（４）インパクト 

プロジェクト実施によってもたらされた正・負及び直接的・間接的な効果を評価する。 
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（５）自立発展性 

プロジェクト実施によって得られた成果がプロジェクト終了後に持続・発展される可能性を組

織的、技術的、財政的側面から評価する。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

以下に、PDM に基づいて実施された、投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標の達成度の評

価結果を記述する。 

 

３－１ 投 入 

一次スクリーニングに使用する無償機材の供与がカザフスタン側の理由で１年以上遅れ、その後の

プロジェクトの進捗状況が大幅に遅滞したことで、プロジェクト実施期間が 2003 年７月～2005 年６

月まで２年間延長された。しかし、プロジェクト延長期間中は投入が適切・適時に行われたことが、

日本人専門家とカザフスタン側関係者への質問票の回答及びインタビューの結果明らかとなった。プ

ロジェクトの投入は以下に示すとおり。 

 

（１）日本側 

１）短期専門家派遣 

76 名、合計人月 114.75 M/M（うち、延長期間中は 43名、66.54 M/M） 

（合同評価報告書 Annex３参照） 

２）研修員受入れ 

16 名（うち、延長期間中は保健行政 13名、データベース構築１名、細胞診断２名） 

（合同評価報告書 Annex４参照） 

３）機材供与 

円換算で 60,880 千円相当（うち、延長期間中は 35,392 千円相当の機材供与を実施） 

（合同評価報告書 Annex５参照） 

 

（２）カザフスタン側 

１）施設・事務所の提供 

セミパラチンスク診断センター内に JICA プロジェクトオフィスを設置。 

２）カウンターパートの配置 

合同評価報告書 Annex６参照。 

 

３－２ アウトプット 

 ６つのそれぞれのアウトプットがどの程度達成されたかについて表に示した。今回の終了時評価の

焦点は、2003 年２月に実施された前回の終了時評価の際に終了していなかった活動（以下、表中のア

ミかけ部分）がどの程度終了しているかに置かれた。 

 

（１）アウトプット１：行政、住民の放射能影響に対する理解が深まる。 

すべての活動はプロジェクト開始初期に開始され、全プロジェクト期間中を通じて維持・発展さ

れた。保健行政に関する３週間の本邦研修（2004 年７月）が実施されたことで、プロジェクト全５

年間を通じて同コースに 13 名のカウンターパートが本邦研修に参加した。また、本プロジェクトが

メディアで繰り返し紹介されたことのほか、一次スクリーニングを住民に広報する際に啓発が行わ

れたことによって、より多くの住民の放射線影響に対する理解が深まった。 
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アウトプット１で計画された活動の実績 

活動計画 活動実績 

1-1 日本の被爆者行政の経験を行

政機関に紹介する。 

1-2 （日本人専門家が）放射線の

健康影響に関する調査・研究成果

に関するセミナーを行政機関、医

療機関を対象に実施する。 

1-3 行政機関や医療機関が放射線

の健康影響について住民に広報す

る。 

2000 年～2003 年の期間中に放射線の専門家４名（計

2.25M/M）がカザフスタンに派遣され、行政担当者や医療

関係者を対象に放射線の健康影響に関するセミナーを開

催した。また、2000 年～2005 年には、計 13 名の政府関

係者が本邦研修において、放射線に関するコースを受講

したり、広島と長崎の被爆者関連施設を視察した。住民

の放射線影響に対する理解は、行政や医療機関の試みに

加えて、プロジェクト開始時から終了までの全期間にわ

たって繰り返されたメディアによる本プロジェクトの紹

介によって深まった。 

 

（２）アウトプット２：既存の医療施設や検診車を利用した一次スクリーニングが効率的、計画的に

行われる。 

2002 年に開始された検診車を利用した一次スクリーニング活動は、プロジェクト延長期間中に本

格化した。これは、延長期間中に管轄が市から州政府に変更したことで活動への予算配分が増加し

たことのほか、従来の４つのカウンターパート病院に加えて、放射線医療環境研究所（KazNII）が

活動に参加するようになったこと、それら５つの実施機関のパートナーシップが強化されたことに

よる。本プロジェクト開始以前にも、それぞれの病院が個別に一次スクリーニングを実施していた

が、プロジェクトのもとでそうした活動が統一されることとなった。さらに、日本人専門家による

OJT やセミナー開催を通じた技術移転と最新の携帯用医療機器の供与によって、医療スタッフのス

クリーニング技術が向上した。2005 年５月の評価時点で、オラクルプログラムには 15,751 人の一

次スクリーニングに関するデータが入力されている。 

 

アウトプット２で計画された活動の実績 
活動計画 活動実績 

2-1 一次スクリーニングの診断

項目・対象地域を決定する。 

国家プログラム（KazNII によって 2002 年から実施）へ

の統合を念頭においた検診項目が決定された。 

2-2 一次スクリーニング体制・

組織を整備する。 

2-3 一次スクリーニングの年次

計画、住民への通知方法を策定

する。 

2002 年５月に検診車による一次スクリーニング活動が

開始され、2002 年 10 月までに、高汚染地区であるアバ

イ地区８居住区、アルバリン地区６居住区住民 5,045 人

が受診した。一次スクリーニングは、４つのカウンター

パート病院（セミパラチンスク診断センター、州立がん

センター、州立医学アカデミー付属病院、市立緊急病院）

と KazNII のスタッフで構成される診断チームによって

実施された。 

2-4 問診票を整備する。 上記 2-1 で決定された診断項目の問診票が整備され、

2002 年より使用されている。  

2-5 一次スクリーニングの受診

者、受診結果のコンピューター

登録方法を決定する。 

検診データをオラクルデータベースに登録することが

決定され、診断センターに送付されたデータは入力ミス

を防ぐためにダブルエントリーされている。 
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2-6 （日本人専門家がカウンタ

ーパートに対して）一次スクリ

ーニングの検診、結果分析、評

価能力向上のための技術指導を

行う。 

2004 年及び 2005 に日本人専門家２名 (計 1.5 M/M ) が

セミパラチンスクに派遣され、医療スタッフのスクリー

ニング技術の向上を目的として OJT とセミナーを実施

した。 

2-7 (プロジェクト延長期間中

に)年間5,000人の住民に対する

一次スクリーニングを実施す

る。 

2-8 一次スクリーニングの受診

者、受診結果をコンピューター

に登録する。 

2005 年５月現在、15,751 人のデータがオラクルデータ

ベースに登録されている。内訳は 5,062 人（2002 年）、

5,481 人（2003 年）、3,195 人（2004）、2,013 人（2005

年）。2004 年に年間目標が達成されなかった理由として

は管轄機関が市から州に変更になったことで住民への

広報が円滑に行われていなかったことが指摘された。 

2-9 登録データを地域の行政機

関・医療機関に伝達する。 

現在、登録データの伝達は紙ベースで実施されている。

 
 

（３）アウトプット３：有所見者に対する精密検診が効率的、計画的に行われる。 

９つの活動のうち、前回終了時評価前に終了していたのは、表中の 3-1 と 3-5 のみであった。2005

年５月現在、3-3 を除くすべての活動が終了し、829 人の精密診断に関するデータがオラクルデータ

ベースに登録されている。 

 

アウトプット３で計画された活動の実績 

活動計画 活動実績 
3-1 精密診断を実施すべき診断

基準（一次スクリーニング結果）

を決定する。 

プロジェクト対象の４疾患（肺がん、甲状腺がん、乳

がん、白血病）に関して、精密診断を実施すべき診断

基準が決定され、使用されている。 

3-2 精密診断の項目と方法を決

定する。 

診断項目と方法が決定され、現在使用されている。 

3-3 一次スクリーニング有所見

者の追跡管理方法、精密診断の年

次計画を策定する。 

年次計画は、一次スクリーニングに関するすべてのデ

ータがデータベースに入力されたあとに策定される予

定である。追跡管理方法は現在、策定過程にある。 

3-4 精密診断用の結果に関する

登録用紙を整備する。 

登録用紙は整備され、現在使用されている。 

3-5 精密診断のコンピューター

登録方法を決定する。 

データはオラクルデータベースに登録されることが決

定され、診断センターに送付されたデータは入力ミス

を防ぐために二人のプログラマーによってダブルエン

トリーされている。 

3-6 日本人専門家が精密診断の

診断、結果分析、評価能力向上の

ための技術指導をカウンターパ

ートに行う。 

プロジェクト延期期間中に、血液内科、超音波、外科、

内分泌分野の専門家（計 4.28M/M）が派遣され、医療

カウンターパートに研修とセミナーを実施した結果、

超音波、CT スキャン、X-P の画像診断技術が向上した。

3-7 一次スクリーニング有所見

者に対する精密診断を実施する。

2005 年５月現在、829 人のデータがオラクルデータベ

ースに登録されている。内訳は、88 人（2002 年）、273
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3-8 精密診断の受診者のデータ

と受診結果をコンピューターに

登録する。 

人（2003 年）、368 人（2004 年）、100 人（2005 年）。 

3-9 登録データを地域の行政機

関・医療機関に伝達する。 

現在、登録データの伝達は紙ベースで実施されている。

 

（４）アウトプット４：特定疾患に関し確定診断が行われる。 

2003 年７月以降のプロジェクト期間において、すべての活動は終了した。パパニコロウ染色法の

技術移転によって細胞診断の精度が著しく向上し、精密診断 829 件のうち、71名がプロジェクト対

象疾患であると確定されている。一方、一次スクリーニングから確定診断までの住民のフォローア

ップ体制の改善が今後の課題である。 

 

アウトプット４で計画された活動の実績 

活動計画 活動実績 
4-1 確定診断の内容を決定する。 

 

診断内容は決定された、現在使用されてい

る。 

4-2 特定疾患の受診者、受診結果のコンピ

ューター登録方法を決定する。 

登録方法は決定された。フォローアップは、

関係機関間で紙ベースの伝達が行われてい

る。 

4-3 上記 3-5 で確定されたコンピューター

登録方法を用いて、特定疾患が疑われる住

民の確認を行う。 

活動は開始されたが、改善を要する。 

4-4 （日本人専門家がカウンターパートに）

特定の疾患についての診断、結果分析、評

価能力向上のための技術指導を行う。 

 

プロジェクト延期期間中、細胞学の日本人専

門家３名（計 26.44M/M）と１名の病理学専

門家（計 1.06M/M）が派遣され、医療スタッ

フに研修とセミナーを実施した。また、カウ

ンターパート６名（細胞学）と１名（病理学）

が本邦研修に参加した。その結果、病理組織

標本作成から確定診断までの技術移転に成

功した。プロジェクトのもとで計画された活

動のほかに、NASHIM（長崎・ヒバクシャ医療

国際協力会）と HICARE（放射線被曝者医療

国際協力推進協議会）によって研修が実施さ

れた。 

4-5 特定疾患の疑いのある住民に対する確

定診断が実施される。 

4-6 確定診断の受診者、受診結果をコンピ

ューターに登録する。 

精密診断受診者 829 人のうち、肺がん２名、

甲状腺がん36名、 乳がん33名 が確定した。

 

（５）アウトプット５：一次スクリーニングから確定診断までのデータが蓄積される。 

前回終了時評価時には、データ入力プログラム、入力データのエラーを回避するためのプログラ

ム及び入力データをオラクル・サーバーへ移送するプログラムが完成し、約 500 人分のデータ入力

が完了していた。また、セミパラチンスク診断センターのプログラマー１名がアルマティでのオラ
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クル研修に参加した。 

プロジェクト延長期間中には、データ整備の進捗の遅れに対応するため、セミパラチンスク診断

センターのプログラマー２名が６か月間の本邦研修に参加し、データ整備の日本人専門家も派遣さ

れた。現在までに、データ整備はほぼ完了している。 

 

アウトプット５で計画された活動の実績 

活動計画 活動実績 

5-1 各機関より診断センターに送付された

データを整備する。 

2003年５月29日に両国で交わされたミニッツ

に基づき、すべてのデータは現在、セミパラ

チンスク診断センターで整備されている。 

5-2 一次スクリーニングから確定診断まで

の結果に関するデータを各機関で共有する

方法を決定する。 

2002年５月17日に両国で交わされたミニッツ

に基づき、データの共有方法に関しての協議

が本調査団派遣中に実施された。詳細に関し

ては、今後、カザフスタン側によって決定す

ることで合意された。 

 

（６）アウトプット６：蓄積されたデータが行政施策策定のために活用される。 

アウトプット６の達成度は評価する段階にはなかった。蓄積されたデータが住民の健康のモニタ

リングに活用された実績がなく、データが住民の健康改善を目的とした施策の策定に活用されたこ

とや放射線関連疾病予防のために活用されたこともない。しかしながら、一次スクリーニングから

確定診断までのデータが十分にデータベースに入力され、統計化された段階で、それらのデータを

行政施策に活用される可能性は高い。 

 

アウトプット６で計画された活動の実績 

活動計画 活動実績 

6-1 行政機関が、本プロジェクトのもとで蓄

積されたデータを、住民の健康状態をモニタ

リングするための資料として活用する。 

6-2 行政機関が特定疾病の予防施策を策定

する。 

現在までにデータが行政施策策定に活用さ

れた例はない。 

 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：セミパラチンスク市周辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング・精密診断・

確定診断体制が改善する。 

 

プロジェクト目標の指標 

（１）一次スクリーニング受検者数と有所見者数 

（２）精密診断者数と確定診断者数 

（３）パパニコロウ染色法を習得した医療カウンターパート数 
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（１）一次スクリーニング受検者数と有所見者数 

2005 年５月現在、15,751 人の一次スクリーニングに関するデータがオラクルデータベースに入力

されており、そのうち 99％が有所見者である。有所見率が高い理由としては、本プロジェクトのも

とで、精密診断を実施すべき診断基準（一次スクリーニング結果）は決定されている（活動 3-1）

が、実際には医師によって判断基準が異なること、医師が判断に迷う患者はほとんど有所見者とし

ていることがあげられる。また、長い間健康診断を受ける機会がなかった僻地の住民の中には、一

次スクリーニングで特に問題がなくても、精密診断を受けたいと希望する者も多く、そうした住民

も有所見者とされていることなどがあげられる。 

 

表３－１ 一次スクリーニング受検者数と有所見者数 

 2002 2003 2004 2005 合計 

一次スクリーニング受検者数 5,062 5,481 3,195 2,013 15,751 

有所見者数 4,994 5,402 3,161 1,986 15,534 

出所：セミパラチンスク診断センター 

 

（２）精密診断者数と確定診断者数 

2005 年５月現在、オラクルデータベースに入力されている精密診断者数は 829 人で、うち 71 名

が特定疾患であると確認された。 

 

表３－２ 精密診断受験者数（単位は人） 

血液疾患 43 

乳腺疾患 189 

甲状腺疾患 580 

肺疾患 649 

総受検者数 1,461 

総患者数 829 

出所：セミパラチンスク診断センター 

 

表３－３ 特定疾患者数(単位は人) 

肺がん 2 

甲状腺がん 36 

乳がん 33 

合計 71 

出所：セミパラチンスク診断センター 

 

（３）パパニコロウ染色法を習得したカウンターパート数 

パパニコロウ染色法の導入によって診断精度が向上した結果、がんの早期発見が可能となった。

プロジェクトが開始した 2000 年には、セミパラチンスクのカウンターパート 1名を対象とした技術

移転であったが、その対象はアルマティ、アスタナ、ウスカメノゴルスクまで拡大し、2005 年 5 月

までに計 36 名の医療スタッフがパパニコロウ染色法に関する研修の受講を終了し、終了証書を授与
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されている。 

以上の結果、一次スクリーニング、精密診断、確定診断のそれぞれの体制は確立されているとい

える。一次スクリーニングから確定診断の患者の移送ルートも対象疾病ごとに決定・実施されてい

ることから、一連の体制は確立されたと判断される。 

 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

カザフスタン側の交換公文署名及び国会批准手続きの遅れによって、無償資金協力機材の導入が遅

れたことに伴い、プロジェクト実施のプロセスが遅滞することとなった。しかし、無償資金協力機材

を必要としない細胞診断、病理分野の専門家派遣の実施という投入スケジュールの変更によって、パ

パニコロウ染色法のカザフスタンへの初めての導入・普及という成功がもたらされた。また、2 年間

のプロジェクト延長期間中は、日本側とカザフスタン側の協力によってプロジェクトの実施は全体的

に円滑に行われ、オーナーシップも順調にカザフスタン側に移行された。 

PDM は、プロジェクト開始前に JICA によって作成されたが、プロジェクト実施中に活動の進捗をモ

ニタリングするためにはほとんど活用されておらず、カウンターパートにもその存在はほとんど知ら

れていなかった。また、プロジェクト開始初期に発生したプロジェクト実施の大幅な遅滞に対応すべ

く、PDM が修正されることはなかった。少なくとも、前回の終了時評価時に、PDM の見直しと修正が適

切に行われていたならば、今回の終了時評価においていまだ開始されていない活動（アウトプット６

のもとでの２つの活動）についても何らかの成果があげられた可能性は高い。 
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第４章 ５項目評価の結果 
 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いと評価される。プロジェクトは、カザフスタンの開発政策及び日本の

援助政策に合致しており、ターゲットグループのニーズも満たしている。 

 

（１）日本の比較優位性と現地住民のニーズ 

1999 年に開催された「セミパラチンスク支援東京国際会議」において、被爆国としての経験を持

つ日本は、参加国のうち唯一、セミパラチンスクへの支援を表明した。広島と長崎における長年の

被爆者医療の経験を生かした支援は、セミパラチンスク市周辺の高汚染地域の住民のニーズに合致

したものである。特に、検診車を利用した一次スクリーニングによって、それまで健康診断を受け

ることができなかった僻地の住民が検診機会を得られるようになった。  

 

（２）日本の ODA 政策との妥当性 

セミパラチンスクとその他の地域の住民が抱える健康問題の解決への取り組みは、「新 ODA 大綱」

において重点分野の一つにあげられている保健分野の案件であること、また、「人間の安全保障」の

観点に基づいたものであることから、本プロジェクトは日本の ODA 政策と合致しているといえる。

さらに、本プロジェクトは、日本のカザフスタンへの３つの重点分野のうち、「体制移行に起因する

社会的困難の緩和（社会セクター、地域間格差、環境問題等）」に相当する。 

 

（３）カザフスタンの開発政策との妥当性 

国民の健康の増進は、カザフスタンが「2003 年までの長期発展戦略」において掲げる優先目標の

一つである。また、「2010 年までの発展計画」においても社会政策及び環境保護を戦略的課題とし

ている。 

 

（４）プロジェクト延期の妥当性 

２年間のプロジェクト実施期間延長は妥当であったといえる。当初、プロジェクトは 2000 年７月

１日～2003 年６月 30 日までの３年間を予定していたが、無償資金協力による医療機材の投入が一

年以上遅滞したため、本格的な活動は 2002 年５月となった。2003 年に実施された終了時評価では、

プロジェクト目標は達成できていないもののプロジェクト目標達成のためのそれぞれのアウトプッ

トは確実に進展しているとの見解が示されており、期間延長によってプロジェクト目標達成の可能

性が高いことが示唆されていた。  

 

４－２ 有効性 

プロジェクト目標はほぼ達成されており、上位目標も近い将来に達成できる可能性が高いことから、

プロジェクトの有効性は高いと評価される。 

 

（１）プロジェクト目標の達成度とアウトプットの達成度 

アウトプット１～５のもとで計画されたすべての活動はほとんど終了している。すべての活動が

終了すれば、各アウトプットは達成され、結果として、プロジェクト目標「セミパラチンスク市周
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辺の高汚染地区に対する一次スクリーニング、精密診断、確定診断体制が改善する。」が達成される

可能性が高い。一方、アウトプット６のもとで計画された２つの活動は、いずれもまだ開始されて

いない。しかし、アウトプット６の進捗状況は、プロジェクト目標よりもむしろ、上位目標「セミ

パラチンスク市内及び周辺地域の地域医療体制が改善する」達成のためにより必要な要因である。

アウトプット６のもとで計画されている活動は、現在進められている検診データのプログラム入力

が完成し統計化されれば開始される見込みが高い。 

前回終了時評価では、プロジェクト目標が達成されるために、それぞれのアウトプットを有機的

に結びつけて一連の検診体制を確立する必要性が指摘されていたが、この提言は実行されたと評価

できる。第３章「３－３ プロジェクト目標の達成度」で既述したとおり、一次スクリーニングか

ら確定診断までの一連の検診体制は確立されている。問題は、経済的あるいは距離的な理由によっ

て、一次スクリーニングの有所見者の一部はその後の診断を受診できないことである。問題解決に

向けての今後のカザフスタン側の対応が期待される。 

 

（２）促進要因と阻害要因 

2000 年３月 20日～2003 年６月 30日のプロジェクト実施期間中では、無償資金協力による医療機

材の遅れと本邦研修に参加した３名の保健行政官のうち２名が離職したことが阻害要因としてあげ

られる。一方、プロジェクト延期期間中の阻害要因は、日本側からもカザフスタン側からも指摘さ

れておらず、以下の３つの促進要因があげられた。 

１）プロジェクトの管轄が市から州に変更になったことで、一次スクリーニング活動への予算配分

が増加し、結果として、より多くの住民に検診機会を提供できた。 

２）一次スクリーニングへの KazNII の参加は更なる財政的・人的な支援となった。 

３）新しい知識と技術習得に対するカウンターパート病院の医療スタッフの熱意（特に、パパニコ

ロウ染色法）そして、日本人専門家と医療スタッフとの良好な協力関係が技術移転を成功に導い

た。 

 

４－３ 効率性 

概ねプロジェクトは効率的に実施されたと評価できる。本プロジェクトには、長期専門家が派遣さ

れなかったため、プロジェクト期間全般にわたっての定期的なモニタリングが十分に行われなかった

という問題点が明らかとなった。しかし、同一の短期専門家や業務調整員が繰り返し派遣されたこと、

派遣のタイミングが適切であったこと、カザフスタン側から十分な支援が行われたこと、カザフスタ

ン側と日本側との良好な協力関係が構築されたこと、プロジェクト期間中を通じてプロジェクトコー

ディネーターや州保健局長などカザフスタン側のフォーカルポイントに変更がなかったことによって、

長期専門家が不在のため生じうる問題を最小限に抑えることができた。 

 

（１）日本人専門家による技術移転のための研修 

プロジェクト延期中には、細胞診断、血液内科、放射線, 超音波、外科、病理、データ整備、保

健指導等の分野の専門家が派遣されている。聞き取り調査と質問票の回答によれば、技術移転のた

めの研修は、時期、期間、派遣人数ともほぼ適切と評価される。また、ほとんど全員のカウンター

パートが日本人専門家による研修は適切に行われたと評価している。 

専門家の一度の派遣期間は、全般的に２週間～１か月と短期であるが、特に、パパニコロウ染色
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法移転のための専門家は、比較的長期間に渡って滞在し、新たにカザフスタンに導入された方法の

普及に貢献した。また、日本人専門家による OJT で身につけた知識と技術を本邦研修によって再確

認・発展させるという方法を通じて、カザフスタン側が確実に技術を習得することができた。 

データベースに関する技術移転はプロジェクトの初期段階に終えておくべきであったが、プロジ

ェクト延期期間中にデータ整備に関するアスタナ及び日本での研修が実施されたことで、データ整

備関連の活動の進捗の遅れを取り戻すことができた。 

 

（２）機材供与 

プロジェクトの初段階では、無償資金協力による医療機材の供与が一年以上遅れたが、プロジェ

クト延長期間中には 機材供与に関する問題は特に生じていない。 

聞き取り調査と質問票の回答によれば、供与されたすべての機材の品目、数量、仕様は現地のニ

ーズに合致しており、供与機材はカザフスタン側によって適切に活用されている。視察の際に活用

されていない医療機材が一部確認されたが、注文した消耗品の到着を待っているためであるとの回

答を得た。 

 

（３）日本側のプロジェクト運営費 

日本側支援によるプロジェクト運営費はすべてプロジェクト活動を実施するために適切に使用さ

れていた。 

 

（４）人材と予算 

技術移転の対象であるカウンターパートは、人数、専門分野、知識・技術レベルともに適切であ

ったと、ほとんどすべての日本人専門家が回答している。カウンターパート病院における一次スク

リーニング実施のための予算と人員の割り当ては年々増加している。 

 

４－４ インパクト 

（１）住民へのインパクト 

検診車による一次スクリーニングの実施は、特に僻地の住民に健康診断の機会を与えた。一次ス

クリーニングは「イポンスカヤ・プログラマ（日本の検診プログラム）」として広く地域住民に認知

され、その結果日本に対する感謝と友好の念が醸成された。また、がんの早期発見と早期治療の重

要性が医療スタッフのみならず住民にも認識されるようになった。 

 

（２）カウンターパート病院の医療スタッフへのインパクト 

一次スクリーニングは各カウンター病院の医療スタッフで構成される巡回チームによって実施さ

れた。本プロジェクトによってそれまで個々の病院によって実施されていた検診活動が統合され、

カウンターパート間のパートナーシップが形成・強化された。また、パパニコロウ染色法の導入に

よって、診断の精度が上がり、がんの早期発見数が増えた（合同評価報告書 Annex 7 参照）ほか、

医療スタッフが診断に対して自信を持つようになった。間接的なインパクトとしては、最新の診断

機器が供与されたことで、医師の治療能力が向上し、無駄な入院を減らすことができるようになっ

た。 

 



－15－ 

（３）予期されなかったインパクト 

正のインパクトとして以下が指摘された；①結核の早期発見が多く行われた、②被爆者の検診と

リハビリテーションに関する法律が遵守された、③パパニコロウ染色法の有効性が医療カウンター

パートに広く浸透し、技術移転のための活動は、セミパラチンスクのみならずアスタナ、アルマテ

ィ、ウスチカメノゴルスクでも毎年行われるようになった、④パパニコロウ染色法の普及により閉

鎖されていたメディカル・カレッジのラボ助手養成のための学科が再開された。なお、負のインパ

クトは指摘されていない。 

 

４－５ 自立発展性 

カウンターパートがプロジェクトで得られた成果をプロジェクト終了後も独自で維持・発展するた

めの基礎は確実に築かれたと評価できる。 

 

（１）プロジェクト持続のための政策的・財政的支援 

プロジェクト期間中を通じて政策的・財政的に州政府からの堅実な支援が得られた。本評価調査

中に実施された合同調整委員会の会議において、今後とも高汚染地域の住民のケアに関する政策が

維持されること、及び十分な予算を配分することが州保健局長によって明言された。 

 

（２）実施機関の組織能力 

実施機関はプロジェクトによって得られた成果を維持・発展させるだけの十分な能力を有する。

一次スクリーニングは、今後とも５つの実施機関の協力によって維持される可能性が極めて高い。

現在、医療チームは５つの機関の医療スタッフによって検診が実施されるたびに組織されているが、

フォローアップ体制の確立の観点から、今後は専門チームを編成しようという提案がカウンターパ

ートから既に出されている。 

 

（３）移転された技術の定着度 

カウンターパートへの技術移転は確実に成果をあげており、また、技術移転を行ったほとんどの

カウンターパートは、現在も継続して活動に従事している。質問票に回答を寄せたすべてのカウン

ターパートは、移転された技術や知識を日常の業務で十分に活用している、と答えている。また、

ほとんどの者がプロジェクト終了後の自立した活動が可能であるとの自信を持っている。日本人の

回答でもほぼ同様の見解が示されている。 

パパニコロウ染色法の普及の可能性についても肯定的な見通しが得られた。パパニコロウ染色法

の技術移転を行った日本人専門家によれば、現在までに研修の終了証書を授与された 36 名のカウン

ターパートのうち約 10名は、パパニコロウ染色法の更なる普及を主導的に行える人材として育成さ

れている。パパニコロウ染色法に関するアトラス（ロシア語）がプロジェクトによって 500 部製本

され、カウンターパートに配布されたことは、今後のパパニコロウ染色法の普及に大きく貢献する

であろう。 

カウンターパートによる供与機材の管理能力についても、日本人専門家、カウンターパートのほ

とんどすべての者が、今後の独立した維持管理が可能であるとの見解を示している。 
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４－６ 結 論 

アウトプット６「蓄積されたデータが行政施策策定のために活用される」を除く５つのアウトプッ

トはすべてほぼ達成されており、プロジェクト目標が近い将来に達成される可能性が高い。カザフス

タン側の今後の一層の努力によってアウトプット６が達成されれば、プロジェクト目標は確実に達成

できるであろう。 

５項目評価に関しては、妥当性は高く、プロジェクトが効率的・効果的に実施された結果、相当の

正のインパクトがもたらされた。プロジェクトの成果が今後も維持・発展される可能性は高い。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

評価結果に基づき以下の点についてカザフスタン側に提言を行った。 

 

（１）本プロジェクトによって構築されたデータベースが効果的かつ効率的に活用されることをめざ

し、医療スタッフ、プログラマー、その他の関係機関が協力関係を強化し、また、カザフスタン

側はその所有権やアクセスについても引き続き検討すること。 

 

（２）データベースの活用を通じて、スクリーニングを受けた人々のフォローアップシステムが確立

されること。 

 

（３）スクリーニング活動を実施するための専門チームが組織されること。 

 

（４）カザフスタン側は本プロジェクトで移転された技術を他の地域に広めていくことについて検討

すること。 

 

５－２ 教 訓 

（１）プロジェクトの成功要因として、①無償資金協力と技術協力プロジェクトの連携、②東カザフ

スタン州保健局によるサポートのもとで構築された４つの実施機関と KazNII との良好な協力関

係、③医師、看護師、技師などで編成された検診チームメンバーの協力があげられる。 

 

（２）本プロジェクトで導入されたパパニコロウ染色の技術移転セミナーをアスタナやアルマティで

実施するなど、カザフスタン側は日本人専門家を効果的に活用していた。 

 

（３）長期派遣専門家は派遣されなかったが、繰り返し派遣された短期派遣専門家によってカザフス

タン側と良好な関係が築かれた。 

 

（４）カザフスタン側のプロジェクトコーディネーターが５年間のプロジェクト期間を通じてアサイ

ンされていたことで、プロジェクトをモニタリングが可能となった。 
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１．面談者リスト 
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面談者リスト 

日本側 

＜在カザフスタン日本大使館＞ 

角崎 利夫  在カザフスタン日本大使館特命全権大使 

早水 伸光  在カザフスタン日本大使一等書記官 

 

＜JICA カザフスタン派遣専門家＞ 

飯田 次郎  ODAアドヴァイザー 

 

＜プロジェクト＞ 

大宮 正範  業務調整専門家 

 

カザフスタン側 

＜Ministry of Health＞ 

AKANOV.A  First Vice Minister 

 

＜Ministry of Economy & Budget Planning＞ 

KAZYBAEV.S.S Deputy Director, Department of international 

financial and economic relations, 

MUHAEVA.M.M           Head, sub-department of international 

financial and economic relations 

 

＜East-Kazakhstan Oblast＞ 

ANDAGULOV K.B.  Director, Department of management of public health 

services  

 

＜Semipalatinsk Counseling and Diagnostic Center＞ 

MOLDAGALIEVA Z.T.  Director  

CHUVILEV V.I.  Deputy Director  

SAGANDYKOVA.S.K Project Coordinator 

SAMOCHIN.G Programmer 

PUDJA.O Programmer 

 

＜East Kazakhstan Oblast Oncology Dispanser＞ 

SANDYBAEV M.N  Director 

ALIEV Deputy Director 
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＜Semipalatinsk Emergency Hospital＞ 

MUSIN K.R. Director 

 

＜Director of Clinical & Training Center of Semipalatinsk State Medical 

Academy＞ 

TULETAEV M.E Director 

 

＜Kazakhstan Research Institute of Radiation Medicine and Ecology  

(KazNII)＞ 

APSALIKOV К.Н. Director 

GALICH.B.V  Deputy Director 

KERIMBAEVA.G.E Managing Polyclinic 

 

＜Committee on quality assurance of medical services＞ 

TURDUNOV.M.S  Deputy Chief 



２．調査日程 

－23－ 

調査日程 

 
 曜日 日程 

 コンサルタント・通訳団員 官団員 

1 5/14 土 成 田 (09:45 LH711) ➝ フ ラン ク フ ル ト

（14:25） 

2 5/15 日 フランクフルト（11:50 LH648）➝ アルマ

ティ（22:15）  

3 5/16 月 アルマティ（12:30 SMK1447）➝ セミパラ

チンスク（14:30） 

16:00: C/P との打合せ 

4 5/17 火 8:30-15:30:ヴァヤシュリバ村での一次検

診視察 

5 5/18 水 10:00-11:00 診断センター院長 

14:00-15:00 診断センタープログラマー 

6 5/19 木 10:00–11:30 東カザフスタン州立がんセン

ター 

14:00-15:30 州立救急病院 

7 5/20 金 10:00–12:00 州立アカデミー付属病院 

14:00-15:00 KAZNII 

8 5/21 土 

9 5/22 日 

質問票・インタビュー結果分析 

10 5/23 月 質問票・インタビュー結果分析 

11 5/24 火 報告書ドラフト作成 

12 5/25 水 14:00-15:00：セミパラチンスク前市保健局

長表敬 

16:00-17:00：セミパラチンスク副市長表敬

17:30-18:30：C/P コーディネーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 5/26 木 午前：C/P コーティネーター 

午後：報告書ドラフト作成 

 

成田（13:30 OZ101C）、大阪（13:10 OZ111）、

福岡（13:45 OZ131C）➝ソウル（16:00, 

15:00, 15:10） 

ソウル （17:50 OZ5775）➝アルマティ 

（21:20） 

14 5/27 金 報告書ドラフト作成及びプロジェクト関係

者との打合せ 

 

アルマティ(06:55 4L851)➝アスタナ

（08:40）

15:00 在カザフスタン日本大使館表敬 

15 5/28 土 午前：報告書ドラフト作成 

 

午後：調査の進捗報告及び打合せ 

アスタナ（09:30 4L331）➝セミパラチン

スク（11:20） 

午後：調査の進捗報告及び打合せ 

16 5/29 日 9:00-10:15：団内会議 

JCC 会議資料の準備 

10:30-18:30: パラドウーリハ村の医療

施設  

17 5/30 月 9:00-9:30: セミパラチンスク市庁表敬 

9:40-13:00：第一回 JCC 会議 

15:00-17:00：市立診断センターにて団内会議 

18 5/31 火 9:20: 市立診断センター視察 

11:20-13:00: 州立救急病院視察 

14:30: 国立放射線環境研究所（KazNII）視察 

19 6/1 水 10:00-11:30: 州立医科大学付属病院視察 

14:30-16:00: 州立がんセンター視察 

夜：第二回 JCC 会議準備 

20 6/2 木 11:00-13:00: 第二回 JCC 会議 伊藤団員帰国（セミパラチンスク発 10:40 

4L332） 

21 6/3 金 合同評価報告書・M/M の作成 福岡発（11:40 OZ112 ソウルより） 



－24－ 

 
22 6/4 土 15:00 M/M 署名 

23 6/5 日 アスタナへ移動 

セミパラチンスク（9:00 SMK1448）➝アル

マティ(11:00) 

アルマティ（12:55 4L853）➝アスタナ

（14:40）  

(橋爪、葦田、喜多、香取団員) 

草間団員帰国（セミパラチンスク 9:00 

SMK1448） 

 

 

 

24 6/6 月 10:30:保健省との協議、M/M 署名 

15:00:経済省への報告 

16:00:在カザフスタン日本大使館報告  

福岡発（19:05 KE781） 

アスタナ（19:55 4L868➝アルマティ

(21:35) 

(橋爪、葦田団員) 

25 3/7 火 アスタナ(03:45 4L921➝フランクフルト

(05:55) 

 

アルマティ（10:55 HY766）➝タシケント

（11:45） 

JICA ウズベキスタン事務所への報告 

26 3/8 水 フランクフルト（13:45 LH710）➝成田（翌

7:40） 

タシケント（08:05 HY527）➝成田（19:55）

 

 
LH:ルフトハンザ航空 SMK:セミパラチンスク航空 OZ:アシアナ航空  
4L:アスタナ航空 KE:大韓航空 HY:ウズベキスタン航空 
 





















































































































評価項目 必要なデータ 情報源 調査方法

実績 大項目 小項目

メディアを通じての啓発活動の状況

放射線の影響に関するセミナーの回数と受講者数

住民の一次スクリーニング受診率

一次スクリーニング計画の適切性

検診方法

C/Pの技術レベルの向上

一次スクリーニング有所見者の精密診断受診率

精密診断計画の適切性

検診方法

C/Pの技術レベルの向上

精密診断計画の適切性

精密診断有所見者の確定診断受診率

検診方法

C/Pの技術レベルの向上

データベース整備方法

データ数と質

データ管理体制

データ管理能力

行政機関における疾病予防に関する行政施策の実施数と質

プロジェクト開始後の①予算配分、②組織編制、③人員配置における変化

計画どおりにカザフスタン側からの投入がされた
か。

＊C/Pの配置 ＊配置人数と役職

＊プロジェクト実施に必要な経費と資材 ＊プロジェクト実施のために配分された経費と資材のリスト

計画どおりに日本側からの投入はされたか。

＊専門家派遣 各分野、人数、派遣期間、時期の投入内容

＊研修員受入れ 研修内容、受入れ人数、期間

＊供与機材 種類と数量、投入目的

＊プロジェクトの管理・支援体制 支援体制

＊現地活動費 活動予算と支出内容

評価設問

アウトプット2の達成度：既存の医療設備や検診
車を利用した一次スクリーニングが効率的・計画
的に行われる。

資料レビュー、インタ
ビュー

資料レビュー、質問票、イ
ンタビュー

精密診断検査データ、専門家
報告書、医療機関、専門家

アウトプットの達成度

資料レビュー、質問票、イ
ンタビュー

アウトプット5の達成度：一次スクリーニングから
確定診断結果までのデータが適切な機関で整備
される。

投入実績 資料レビュー

専門家報告書、州保健局、市
保健局、医療機関、専門家

一次スクリーニング検査デー
タ、専門家報告書、医療機
関、専門家

アウトプット１の達成度：行政、住民の放射線影
響に対する理解が深まる。

投入実績表、専門家業務定
期報告書

資料レビュー、質問票、イ
ンタビュー

精密診断検査データ、専門家
報告書、医療機関、専門家

資料レビュー、質問票、イ
ンタビュー

一次スクリーニング検査デー
タ、精密診断データ、確定診
断データ、専門家報告書、医
療機関、専門家

資料レビュー、質問票、イ
ンタビュー

行政施策条文、専門家報告
書、保健省、州保健局、市保
健局、医療機関、専門家

アウトプット3の達成度：一次スクリーニング有所
見者に対する精密診断が効率的、計画的に行
われる。

実績

アウトプット6の達成度：適切な機関にて整備され
たデータが行政施策に活用される。

アウトプット4の達成度：精密診断の結果、被バク
者に多く発生する特定疾患の疑いがある住民に
対し、確定診断が実施される。



評価項目 必要なデータ 情報源 調査方法

実績 大項目 小項目

評価設問

活動は計画どおりに行われたか。 プロジェクト進捗状況

活動の進捗に影響を与えた問題はあるか。 進捗に影響を与えた問題

モニタリングの実施体制は適切か。 モニタリングの仕組み プロジェクト実施者 インタビュー

外部条件に変化はあったか。あったとすれば、そ
れに対する対応は適切であたか。

外部条件の変化の有無及び対応状況 専門家業務報告書 資料レビュー

適切なC/Pが配置されたか。 C/P配置についての専門家の満足度 専門家 質問票

C/P側の予算の配分は十分か。 カザフスタンの投入実績 投入実績表 資料レビュー

対象地域・社会のニーズに合致していたか。 地域住民のニーズ 各種報告書、住民
資料レビュー、インタ
ビュー

延期の理由は何か。それは妥当なものであった
か。

プロジェクト延期の理由
終了時評価報告書（H15.4)、
専門家

資料レビュー、インタ
ビュー

期待されるアプトプットを得るために新たに計画
された活動は適切であったか。

終了時評価で出された提言、新たな活動計画表
終了時評価報告書（H15.4)、
専門家、活動計画表

資料レビュー、インタ
ビュー

プロジェクト目標達成への進展は、アウトプットに
基づくものであるか。

プロジェクト実施者
資料レビュー、インタ
ビュー

外部条件が発生したか。またプロジェクト進展に
どのような影響を及ぼしたか。

プロジェクト実施者、C/P,専
門家

インタビュー、質問票

プロジェクト期間延期の妥当性

資料レビュー

資料レビュー国家計画資料カザフスタンの開発計画における保健医療分野に関する政策

PDM、詳細活動に軌道修正が行われたか。行わ
れたとすれば、それは適切であったか。

PDM修正の軌跡と変更理由実施
プロセス

C/Pのオーナーシップ

モニタリングの実施状況

活動の進捗状況

定期的なモニタリングが行われたか。
どういった方法で行われたか。

プロジェクト実施への参加は十分であったか。

プロジェクト実施者

モニタリング記録 プロジェクト実施者

日本が本案件に協力するうえでの技術的なノウ
ハウはあったか。

プロジェクト計画の妥当性

1.妥当性

上位目標のカザフスタンの開発政策との整合性
があるか。

本分野における日本の過去の実績と経験

資料レビュー、インタ
ビュー

資料レビュー

日本の対カザフスタン援助方針
日本の対カザフスタン援助資
料

プロジェクト関係者の見通し
専門家報告書、プロジェクト
関係者

上位目標達成度の見込み

2005年7月までにセミパラチンスク市周辺の高汚
染地区に対する一次スクリーニング、精密診断、
確定診断体制が確立される可能性があるか。

2010年までにセミパラチンスク市及び周辺地域
の地域医療体制が改善する見込みはあるか。

プロジェクト実施者、専門家
定期教務報告

インタビュー、資料レ
ビュー

C/P、専門家

プロジェクト目標達成の見込み

日本の技術・ノウハウの比較優位
性

国内支援委員会

専門家報告書、プロジェクト
関係者

「プロジェクトの実績表」の結果

インタビュー

C/Pによるプロジェクトの視察の有無、専門家とのコミュニケーションの頻度
（活動報告を含む）

質問票

インタビュー、資料レ
ビュー

インタビュー、資料レ
ビュー

2.有効性

目標達成の阻害・促進要因

上位目標の日本の開発援助政策との整合性は
あるか。

各種報告書



評価項目 必要なデータ 情報源 調査方法

実績 大項目 小項目

評価設問

アウトプットの産出
期待されたアウトプットを得るために予定された
活動が適切に実施されたか。

「アウトプットの実績」及び「活動実績」の調査結果 プロジェクト実施者 資料レビュー

専門家派遣（人数、タイミング、分野） C/P、専門家 質問票

C/P、専門家 質問票

プロジェクトによる報告 資料レビュー

研修員受入（タイミング、人数、研修内容） C/P 質問票

活用されなかった投入の有無 C/P、専門家 質問票

C/Pの配置（人数、タイミング、分野） プロジェクト専門家 質問票

プロジェクト運営費（量、タイミング） C/P、専門家 質問票

提供された施設設備の適正度（規模、タイミング、質） C/P、専門家 質問票

C/P及びプロジェクト対象地域の住民の満足度 C/P及びプロジェクト実施地域の住民の意見 C/P、住民

プロジェクトが医療機関C/Pに及ぼした意識の変
化

ガンの早期診断発見、早期発見、早期治療の重要性の理解している医療機
関C/Pの割合

医療機関C/P

１人の医師が診察する患者数やベッド回転率の推移

精密確定診断を実施している医療機関の患者数の推移

政策における位置づけに変更なないか。

今後、十分な予算を国や州から得られるか（消
耗品や医薬調達のための予算を含む）。

協力終了後も効果を上げる活動を実施するに足
る組織能力はあるか。

組織図、指導・協力体制 保健省、市保健局、州保健局
資料レビュー、インタ
ビュー

プロジェクトの成果を維持、発展させる人員や予
算が確保されるか。

これまでの活動実績、今後の予算確保の見込み C/P インタビュー、質問票

研修参加者は、それ以降離職していないか。 CPsの定着度 活動報告書 資料レビュー

自己財源で実施した訓練活動のリスト 研修受講者 インタビュー

活動報告書 資料レビュー

機材の管理と活用度
C/Pは供与機材を今後適切に管理す能力があるか。無償機材維持管理の
ためのトレーニングが行われたか。

C/P、専門家 質問票

システム・データベース化 データ整備の更新状況 C/P、専門家 質問票

プロジェクトで得られた効果が引き続き発現してゆくために必要な要因

プロジェクトで得られた効果が引き続き発現してゆく際に阻害要因となるもの

C/P 質問票5.自立発展性

参加者が研修で習得した知識・技術はどのよう
な方法で普及したか。

参加者が研修で習得した知識・技術は、十分に
業務で生かされたか。

C/P、専門家 質問票

技術の適用度

3.効率性
供与機材（種類、機種、数、タイミング）の適正度と稼働率

資料レビュー

インタビュー、質問票

政策、法律･制度･基準等の整備）、ジェンダー・人権・貧富など社会・文化的
側面、技術面での変革、対象社会・プロジェクト関係者・受益者などへの経済
的影響

4. インパクト

プロジェクト実施によるインパクト

予期されなかった正負の影響や波及効果はあっ
たか。

持続的効果の発現要因と阻害要因

プロジェクトの持続性

実施機関の組織能力

技術の定着度・普及の仕組み

タイミング・質・量

その他の波及効果

一次スクリーニング技術の向上と供与機材に
よってもたらされたインパクト

活動を実施するために過不足内量・質の投入が
タイミングよく実施されたか。

資料レビュー、インタ
ビュー

C/P、国家方針

医療機関データ

インタビュー、質問票プロジェクト関係者

カンボジアの方針、今後の計画



６．面談記録 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 1  
面談・視察日時 2005 年 5 月 17 日 (火)  11 時 00 分 ～ 13 時 00 分 

訪問機関名 Novaya Shuliba （ノーヴァヤシュリバ）村地域病院 

面談者 先方 Ekaterina Anatolievna Boichenko 氏（ノーヴァヤシュリバ村村長）、

Umud Musaevich Efendyev 氏（ボロドゥリハ地区中央病院院長）、Viktor 

Ivanovich Chuvilev 氏（セミパラチンスク診断センター副院長）、Nurgul 

Ergazievna 氏（ノーヴァヤシュリバ家庭診療所主任医師） 

当方: 大宮調整員、喜多、香取（通訳） 
 
ノーヴァヤシュリバ村の概要 

ノーヴァヤシュリバ村は、人口 4465 人ほどの小さな村である。行政的にはボロドゥリハ地区

（人口 4 万 9 千人）にある 18 村のうちの一つである。このノーヴァヤシュリバ村には病院のあ

るノーヴァヤシュリバ集落を含め 5 つの集落があり、この 5 つの集落から受診者が集まってい

た。本 JICA プロジェクトのもとでの一次スクリーニングがノーヴァヤシュリバ村行われるのは、

今回が初めてであった。なお、地区中央病院には本プロジェクト関連の機材が（超音波診断装置）

投入されている。ノーヴァヤシュリバ村では、5 年ほど前から KAZNII による検診が実施され

ていたが、本格的に広範囲の住民を対象とした検診が開始されたのは、2005 年になってからの

ことである。 
 
1. 一次診断プロセス 

一次診断のプロセスは、①問診票の記入、②身長、体重、血圧測定、③甲状腺の診断、④乳腺

の診断、⑤尿と血液採取、⑥尿と血液の分析、⑦胸部レントゲン、⑧内科診断である。すべての

プロセスが終了するまでには、男性で約 1 時間半、女性で 2 時間ほどかかる。 
胸部レントゲンは、春や夏には本プロジェクトの供与による検診者で行われるが、冬場は検診

車は診断センターのガレージに入れている。検診車は使用前に、エンジニアが調整を行う。今回

会ったエンジニアは、メインテナンスに関する日本での研修には参加しなかったが、研修参加者

より研修を受けていた。講義内容には、知っておくべきすべての項目が含まれていたため、機材

の維持管理には十分に自信があるという。また、スペアーパーツの交換も可能であるが、まだ、

故障したことはない。 
 
2. 一次診断から二次診断へのプロセス 
 一次診断で異常が疑われる場合には、医師が精密診断が行われる医療機関を紹介する。医者は

精密診断が必要な人のリストを作成するが、そうした人が実際に精密検査をうけたかどうかをフ

ォローアップするシステムは確立されていない。緊急の措置が必要な患者の場合には、医者が強

制的にでも精密検査を受けさせることもあるが、それ以外の場合には、本人の意思に任せている

ため、経済的あるいは、時間的な理由から、診断を受けない者もいる。 
 
3. 住民への広報 
 特に、農繁期に住民を集めるのは困難である。検診に関する広報の準備は、検診日の 1 ヶ月

から 1 ヶ月半前に、村長が地区中央病院の関係者を集めて、検診チームを受け入れるために広

報を行う。広報の方法として以下を行う。 
a) 病院関係者が各世帯を個別訪問して、検診を受けることの大切さについて普及するとともに、

検診日の案内をする。 
b) 農場や企業の代表者に電話で検診について説明をし、労働者を検診に来させるように協力を依

頼する。 
c) 村にある 2 つの中学校の PTA ミーティングを利用して保護者に対し、検診（無料）を受ける

ように伝える。 
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d)5 月 9 日（対独勝利記念日）におこなわれる各種イベントで検診について紹介する。 
 なお、検診が JICA のプロジェクトのもとで実施されることは、ノーヴァヤシュリバ村の住民

には十分に認識されているという。なぜなら、一次スクリーニングの案内の際には、日本から

導入された機材を使用しての検診であることと、日本からの専門家も検診に立ち会うことを強

調することで、より多くの住民にアピールするからである。また、５年前に本プロジェクトが

開始された当初から、新聞やテレビ、ラジオなどを通じて検診活動が頻繁に紹介されており、

ノーヴァヤシュリバ村の住民は、一次スクリーニングが自分たちの村で実施されることを心待

ちにしていた。 
 
4. 住民の満足度 
 視察中に、内科診断待合室にて、住民の代表の女性から、本プロジェクトに関して感謝の意が

述べられた。内科診断の順番待ちをしていた住民や医療関係者、村長もその場にいた。「カ」国

の状況が困難であった時期に、「カ」国への医療協力という配慮がなされたこと、また、本プロ

ジェクトのもとで、遠隔地である本村に最新の機材が投入されたことで、住民の健康診断へのア

クセスが向上したこと、そして、国の予算配分も増加したことについての深い感謝の念が表明さ

れた。これに対し、業務調整員である大宮氏から、本プロジェクト開始の背景とこれまでの経過

が簡単に説明された。 
 
5. 放射線の影響に関しての住民の理解度 
 本プロジェクト開始以前から、住民は放射線が体に与える影響については十分に理解していた。

学校での学習に加え、医療機関では、放射線の影響によって起こる疾病に関するリストを作成、

配布している。また、祖父母などから伝え聞いている者もいる。特に、1989 年から情報公開が

されるようになってからは、以前はタブーであった、放射線がもたらす疾病に関して、公に語ら

れるようになった。 
 
6. 本プロジェクトによってもたらされた成果 
a. 一次スクリーニングの一連のシステムが確立された。問診から内科検診にいたる一連の流れで  
住民が検診を受けることで、住民の健康への関心と認識が高まった。 
b. 以前も検診は行われていたが、検診を受けるだけで終わってしまい、次のプロセス、つまり 
二次検診へとつながっていなかった。本プロジェクトのもとで、一次スクリーニング～精密診

断のプロセスが確立された。 

c. 本プロジェクトはへき地の住民が最新の機材を使用した診断を受けることを可能にした。最  
新の機材の導入にとどまらず、医療スタッフの研修によって医療技術が向上した。これらは、

正確な診断と質の高い診断を住民に提供するものである。 

d. 国家予算の保健分野への割り当てが年々増加している。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 2 
面談・視察日時 2005 年 5 月 18 日 (火)  10 時 30 分 ～ 11 時 30 分 

訪問機関名 セミパラチンスク診断センター 

面談者 先方：Moldagalieva 主任医師（医院長） 

Sagandykova Sagadat (プロジェクトコーディネーター) 

当方: 喜多、香取（通訳） 
 

 Moldagalieva 主任医師は、現在のポストについて間もなく、プロジェクト実施の経緯につい

ては精通していないため、インタビューの焦点は、プロジェクトの成果と今後の活動計画や方針

に置かれた。 
 

1. 一次スクリーニングの技術移転の達成度と今後の課題 

一次スクリーニングに関する技術移転は完了し、独自での運営が可能である。今後の課題は、

プロジェクトで習得した技術をいかにして他の医療機関に普及させるか、である。現在でも、市

内での検診が中心となる冬には、地域の他の医療機関の医師を招いて一緒に検診を行うという

OJT を行っており、こうした方法を継続していきたい。 

 

2. プロジェクトがもたらしたインパクト 

a) 予期していなかった正のインパクトとして、結核の早期発見が挙げられる。結核に関する検

診は、以前から結核病院によって独自に実施されていたが、本プロジェクト開始後は、一次

スクリーニングによって結核が発見されることも多い。そのため、一次スクリーニングによ

って発見された結核に関するデータは、結核病院と共有されるようにもなった。そのため、

例えば、一次スクリーニングで使用するフィルムの購入には、結核病院の予算からも資金が

投入されている。 

b) 本プロジェクトは、行政と医療機関との連携強化をもたらした。その結果として、消耗品お

よび試薬の購入費については、診断センターの予算の他、州からの財政支援がおこなわれる

ようになり、その割合は年々増えている。もちろん、その背景には、カザフスタン国の経済

の発展もある。また、プロジェクト実施前は、診断センターは市の傘下にあったが、プロジ

ェクト期間中に、州の傘下となったことも理由のひとつである。 

c) 共和国保健省のパイロットプロジェクト（医療機関の医師へのコンピューター環境の整備）

の対象地域に東カザフスタン州とカラガンダ州が選ばれた。東カザフスタン州がパイロット

州のひとつに選ばれたことは、本プロジェクトの成果（データベース構築）があってのこと

である。特に、パパニコロウ染色法の技術移転の成功とデータベース構築によって、東カザ

フスタン州の医療は、他の地域よりも進んでいると広く認識されるようになった。  

d) プロジェクト終了後に日本とカザフスタンの細胞診学会の交流を促進していこうという動

きがある。 

e) メディカルカレッジ（大学ではなく、中等レベルの医療従事者のための研修機関で州の財政

で運営されている。）において、ラボの助手を養成する学科が財政難のために閉鎖されてい

たが、プロジェクト開始によって細胞診のためのラボの助手が必要となったことから、学科

が再開された。そして、土井先生や高田先生によって、パパニコロウ染色法についても学科

で学ぶことができるようになった。 

 

3. プロジェクト終了後の地方巡回体制 

地方巡回は現在、C/P 医療機関の合同チームによって実施されているが、2006 年をメドに、診

断センター内の各々の部門の医師による編成としたい考えである。こうした計画については、既

に州保健局の賛成も得ている。ただ、他の医療機関とのパートナーシップ（人員と予算面）は、

本 JICA プロジェクトの結果構築されたものであるため、今後も完全な診断センター医師による
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巡回チームとはせず、診断センターの医師をコアとした編成としたい。 

 

4. パパニコロウ染色法の今後の普及の見通し 

旧ソ連時代には、パパニコロウ染色法は、染色液が高価であることと、技術者がいなかったこ

とから、この方法はカザフスタン国では採用されてこなかった。本プロジェクトによって初めて

パパニコロウ染色法が同国に導入されて以降、順調に技術移転が行われており、セミパラチンス

クだけでなく、他の地域にも普及されている。パパニコロウ染色法の有効性は、既に広く認知さ

れているため、染色液が高価であるという理由で、その方法をとりやめて、以前の方法に戻した

い、と思う医師はいない。医師は、パパニコロウ染色法を今後も引き続き維持、普及していきた

いという強い希望を持っている。西カザフスタン州の医療機関や共和国国立病院もパパニコロウ

染色技術と検診技術を取り入れたいという強い意志を表明している。プロジェクト開始時には、

これほどの成功を収めるとは思っていなかった。真に嬉しいかぎりである。 

2004 年 3 月には、医師らが当時の保健大臣に対して、パパニコロウ染色法をプロジェクト終

了後も維持していくため、2 つの提案を提出した。１つは、染色液を日本から直接輸入すること、

そして染色液をカザフスタン国内で生産すること、である。後者には、カザフスタンには製薬工

場があるので地元で生産を行う可能性について盛り込まれている。その後、保健大臣が交代した

ため、再度提出する予定である。（Sagandykova 氏の個人的な意見として、後者について、JICA
の技術協力を得て実施することを期待しているとのコメントあり。） その他の動きとしては、

2004 年の夏に、カザフスタンと日本との会議の場で、高度医療センターをアスタナに設立する

案も出された。カザフスタン側からは、保健大臣および医療関係者、日本側からは大使、ODA
アドバイザー、日本細胞学会らが出席し、その時の議事録は、カザフスタン政府の ODA 担当機

関にもファイルされている。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 3  
面談・視察日時 2005 年 5 月 18 日 (火)  14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 

訪問機関名 セミパラチンスク診断センター 

面談者 先方： Elena Samokhina (計算課プログラムエンジニア) 

    Gennady Samokhin (データベース運営管理者) 

      Olga Puja (IT 部チーフ) 

当方: 喜多、香取（通訳） 
 

3 名すべてがアスタナでのオラクル研修（2002 年および 2003 年）に参加した。うち、２名は

訪日研修の参加者でもある。診断センターのデータベース課では、３名の他に２名のオペレーシ

ョンスタッフがおり、データ入力を担当している。（入力ミスをなくすために、ダブルチェック

を行っている。） 

 

1.一次スクリーニングデータ入力は完了したか。精密診断および確定診断データの入力状況 

 前回、終了時評価調査時には、一次スクリーニング問診データ 500 件が入力されているのみで、

残り 4500 件が書庫に山積みという状況であったが、現在は、15,751 件の一次スクリーニングデ

ータと 829 件の二次検査データ（精密診断および確定診断）のデータサーバーへの入力が完了し

ている。データ整備は完了したといってよい状況である。まだ入力されていないデータもあるが、

それは、病院から診断センターへのデータ送付に時間がかかるためであり、まだ診断センターに

届いていないものもある。 

 

2. データの活用 

 本プロジェクトの対象である４つの疾病の入力フォームをプログラマーが作成し、収集データ

リストも既に作成されている。これらのリストには、行政に利用できる統計も含まれる。例えば、

地域別の医療機関における医師と看護師の配置計画、手術や治療計画の他、地域の保健戦略や保

健予算の配分計画などである。 

 

3. 今後の課題 

(a) 本プロジェクトによって得た知識と技術をカザフスタン州の他の地区や他の州へどのよう  

にして普及させていくか。これまでは、本プロジェクトのアウトプット達成（データベース

構築）に精一杯で、技術移転の対象は、オペレーター２人と訪日研修をうけていない１人の

スタッフにとどまっていた。次のステップとして、パートナー病院のスタッフへの技術移転

を考えたい。 

(b) 本プロジェクトの対象４疾病だけでなく、他の疾病（特に婦人科系疾病）に関するデータベ  

ースを作る。能力的には既に独力でこうしたデータベースの作成が可能である。長期的には、

医療分析情報センターを設立すること、などが可能であろう。 

(c) データ構築のためのチームを編成し、検診チームに組み入れる。 

 

4. 訪日研修（Oracle 研修） 

 研修においては、期待していたすべての技術と知識を得ることができた。研修後にカザフスタ

ン帰国後も、日本にいる柴田先生や横田先生（データ整備専門家）との間でインターネットでの

やりとりを通じて、知識と技術の確実な習得を行った。プロジェクトの開始前にはソフトのこと

などほとんど知らなかったが、今は自分たちでできるという自信をもっている。５年かかって習

得した技術や知識は、今後は１年くらいでできる自信がある。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. ４  
面談・視察日時 2005 年 5 月 19 日 (木)  10 時 00 分 ～ 11 時 00 分 

訪問機関名 東カザフスタン州立セミパラチンスクがんセンター 

面談者 先方 : Dr. Marat Sandybaev （センター長） 

当方: 喜多、香取（通訳） 
 

1. プロジェクトの主な成果 

a) ４つのパートナー病院の連携が本プロジェクトを通じて強化された。 

b) 技術移転によって医療関係者の技術レベルが向上した。 

 

2. プロジェクトが本病院にもたらした便益 

a)  最新の診断機器が供与されたことで、医師の治癒・治療能力とスピードが向上した。例えば、

組織学の診断機器が供与されたことで、10 日かかっていた診断結果が 5～7 日で得られるよ

うになった。結果に基づき、入院が必要か、手術が必要かをより早く判断できるようになっ

たことから無駄な入院を減らすことができるようになった。これは、結果として患者の医療

費用の負担を軽減した。 

b)  内視境の機材が供与されたおかげで組織診断の精度が上がった。例えば、肺ガンの早期発見

の確率は以前は 30%であったが、現在は 70%まで上昇している。 

c)  東カザフスタン州立がんセンターは共和国の中でも最も整備の進んだ病院となった。 

d)  病院長は、保健行政の訪日研修に参加したが、そこで病院内の人事管理を含む病院の経    

営に関して学んだことは非常に役に立った。 

d) 日本人専門家による技術指導のおかげで医療スタッフの手術能力が向上した。泌尿器、咽頭、   

消化器系の手術は、プロジェクト開始以前はほとんど行われていなかった。特に、咽頭がん

の手術が行われたことはなかったが、本プロジェクトのもとで、最新の機材が供与されたこ

とにより、こうしたガンの手術が行われるようになった。 

f)  放射線センターが州の財政（建設物のみで 11 億テンゲ）によって、現在建築中で、2006 年

9 月に完成予定である。ベッド数は 120 床。 

 

3. 自立発展性 

【一次スクリーニング実施体制】 

 最近行われた会議において、プロジェクト終了後の計画についてパートナー病院で話し合いが

行われた結果、一次スクリーニングのための専属チームを構成することで合意がなされた。現在

は、巡回が行われるごとに、パートナー病院から医師が派遣されているが、専属チームが形成さ

れれば、一次スクリーニングのもっと計画的、効率的につながる。 

 

【消耗品・試薬の調達】 

プロジェクト終了後に独自で消耗品等の購入ができる。予算上の問題はない。血球検査器、手

術用ランプ、生化学検査器など、国内で生産されていない品目の購入ルートは確立されている。

カザフ国内に外国メーカが進出するようになったこともあり、最新技術を導入した場合の消耗品

の調達は２年前と比較して楽になった。カザフスタンの経済状況が良くなっていることを反映し

て、保健省の予算だけでなく、地方政府予算の保健分野への配分も増加しており、国内の医療品

マーケットも拡大傾向にある。こうしたことから、将来的に問題はないと思われる。パパニコロ

ウ染色液の調達についても問題はない。プロジェクトの初期段階においては、日本から医薬品購

入のための援助があったが、今後は独力でやっていける。 

 

【パパニコロウ染色法の普及】 

 細胞診技術の移転・普及が進んでいる一方で、従来のギムザ法に固執している関係者がいるこ

とも事実である。副院長が昨年、アスタナでパパニコロウ染色法に関する講義を行った際には、
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染色液が高価であることを理由に、パパニコロウ染色法の普及に疑問を投げかける参加者がいた。

しかし、新しく導入された染色法は、従来のギムザ法では発見できなかったガン細胞の早期発見

を可能にしたことは紛れもない事実であり、我々医療関係者にとっては、正しい診断を何よりも

優先すべきである。今後は、保守的な医療関係者のマインドを変えていくことが重要となってく

るだろう。パパニコロウ染色法の有効性については既に多くの医療関係者に理解されており、国

の経済が上昇しているので染色液の購入についても問題がないことから、パパニコロウ染色法は

プロジェクト終了後も普及させることができる。 

 

4. 供与機材の稼働率 

 プロジェクトの期間中に供与された機材はすべて稼動している。維持管理のための専属スタッ

フもいる。例えば、2001 年に供与されたレントゲン検査機で一日に約 5000 枚のレントゲンを採

っているが、故障はこれまでに一度もない。維持管理については、レントゲン機を設置した時に、

メーカ（東芝）から説明をうけ、説明書ももらっている。オペレーションのための説明書はロシ

ア語だが、維持管理用はロシア語でなく、英語であるため理解が困難なこともあるが、メーカの

サービスステーションがモスクワにあり、そこに確認をとりながら維持管理に努めている。 

 

5. 訪日研修（パパニコロウ染色法）参加者へのインタビュー 

 訪日研修の前に、すでに日本人専門家による指導を受けていたので、国内で専門家から学んだ

理論を訪日研修で確認するという感じであった。また、日本の研修で実例を幾つかみたことは、

帰国後の業務に役立った。また、訪日研修では、パパニコロウ染色法以外の科目についても学ん

だ。訪日研修では講義資料が配布されたが、ハードコピーのみ。文献などがほしいと思った。研

修後に、他のスタッフに講義や研修を行ったことはないが、市外の病院から診断が持ち込まれる

ことも有り、その場で説明をすることで知識の共有をしている。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 5  
面談・視察日時 2005 年 5 月 19 日 (木)  14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 

訪問機関名 州立セミパラチンスク救急病院 

面談者 先方 : Dr. K.R. Musin （病院長）、A.N. Nabiev （副院長：診療担当）、Panova 

(医師)、N.R. Iskamova （臨床検査室責任者）、N.A. Chernova （生化学検

査室責任者）、A.D. Telmenbekova （血液科チーフ） 

当方: 喜多、香取（通訳） 
 

州立緊急病院の概要 

州立緊急病院は、2005 年 1 月以前は、市立救急病院であった。救急病院との名称であるが、

神経科、外科、蘇生科を含む 23 の診療科から成る総合病院である。ベッド数は 310 床で、年間

の入院患者数は 13,000 人。成人の甲状腺治療と血液関連の疾病の治療を専門としていることか

ら、本プロジェクトのパートナー病院となっている。ただ、プロジェクトへのかかわりの度合い

は、血液と内分泌系の一次スクリーニングと血液関連疾病の二次診断のみで、供与機材も少ない。

専門家指導は、血液分野のみ（広島大学の木村氏および兵頭氏）であった。 

 

1. プロジェクトが本病院にもたらした便益 

プロジェクトへの参加の度合いが少なく、供与された機材の規模も小さいため、それほど顕著

な便益はないが、日本人専門家による技術指導によって医療スタッフの技術が向上した。もう少

し機材供与を得ることができれば、より高い裨益効果が得られていたであろう。 

専門家による技術指導については、指導を受けたスタッフから感謝の念が述べられた。改善点

はなく、ニーズは十分に満たされた。指導の際に最新の資料が使用されたことで、自分たちがそ

れまで持っていた文献では得られなかった回答をそうした文書から得ることができた。また、日

本人の専門家と意見や見解を共有できたことが良かった点である。最新の技術が移転されたこと

で仕事の効率が向上した。血液関連の疾病のための細胞化学薬が供与され、そうした試薬を使用

して２年間仕事ができた。試薬はもうすぐなくなるが、その後は何とか自分たちで調達できるよ

うにしたい。 

 

2. 供与機材の稼働率 

プロジェクトの期間中に供与された機材は、血液検査器を除いてすべて稼動している。医療機

器の維持管理の研修を受けたスタッフもいる。血液検査器は、購入した試薬が届くのを待ってい

るところであり、数日中には使用を開始する予定である。 

 

3. 今後の課題 

a. 血液関連疾病の精密診断のための試薬やパパニコロウ染色液は国内生産されておらず、ロシ

アなどから輸入しなければならない。これらは高価であるためプロジェクトで得た効果を独

力で持続させることは難しい。州からの財政支援は増加したとは言っても、州立になったの

が昨年からであるため、予算規模は、例えば、州立がんセンターなどと比較するとかなり小

さい。また、血液学の重要性についての認識が十分にされていないので、予算配分の優先順

位が低い。さらに、州立がんセンターのような専門病院とは異なり、州立救急病院は総合病

院であるため、血液関連疾病や甲状腺疾病は、治療対象疾病のほんの一部にすぎない。予算

を２つの疾病のみに使用することはできない。 

b. がんの早期発見というプロジェクトの成果は評価できる。一方で、診断だけでは不十分であ

り、「治療」の観点が必要である。2003 年～2005 年現在、当病院で計 108 名の第二次診断が

行われたが、これらの患者にはすべて治療（入院治療）を行っている。血液関連疾病の治療

は非常にコストがかかる。最近、パートナー病院が行った会議では、治療を視野にいれた協

力要請の可能性が話し合われた。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 6  
面談・視察日時 2005 年 5 月 20 日 (金)  10 時 00 分 ～ 11 時 00 分 

訪問機関名 セミパラチンスク医学アカデミー付属病院 

面談者 先方: Dr. Mukhtar Tuleutaev （院長）  

当方: 喜多、香取（通訳） 
 

病院の概要 
 1999 年に現在の名称に変更された。それまであった成人のための病院と小児病院が統合して、

現在のセミパラチンスク医学アカデミー付属病院となった。総ベッド数は 530 床（うち、小児科

のベッド数は 210 床）で、これは東カザフスタン州のなかで最大のベッド数である。入院治療患

者は年間 1,700 人（15 つの診療科）、外来治療は 5,000 人。医療従事者数は、医師 165 人、看護

師 360 人、 看護助士 260 人、職員総数は 860 人 である。医学アカデミー所属の教授も計 60 人

が病院勤務を行っている。州保健局および保健省の予算を得ている。本病院は、臨床部門の他に、

「被曝者の健康回復」というリハビリ機能も持っている。東カザフスタンで小児専門の入院施設

を持っている唯一の病院であり、被曝の影響で奇形児として生まれた子どもの顔面手術や小児白

血病の診断・治療なども行っている。また、成人診療部門では、骨髄がんや脳がんなどの診断・

治療を行っている。こうした特殊な部門を備えていることから、ウスチ・カメノゴルスクや他の

州からも患者が訪れる。 

 本病院では「遺伝子的なコンサルテーション」を始めたばかりである（概念としては 10 年ほ

ど前からあった）。これは、夫婦の遺伝子の変容を調べて、子どもを生む時期をアドバイスする

というものである。こうしたコンサルテーションを始めた背景には、被曝世代から３代目、４代

目にあたる子どもに、先天的奇形児の割合が増えてきていることが確認され、被曝の影響が遺伝

子的に世代を経て生じるものであるとの見解がされていることがある（なお、セミパラチンスク

地域において先天的奇形児の割合は、他の地域よりも少し高い程度である）。こうしたコンサル

テーションを適切に行うためには、遺伝子の変容を確認する特殊な機器が必要であるが、現在は

そうした機器を持っていない。本病院の他に、周産期センターでも同様のコンサルテーションが

行われている。 

セミパラチンスクは、旧ソ連時代に 40 年間に渡って、地下および地上を含め約 500 回の核実

験が行われており、こうした例は世界には他にない。本病院では、長い間に渡って被曝を受けた

場合には、世代に渡ってどのような影響があるかについての学術的な研究が行われている。 

 1999 年（核実験開始から 50 年後）に日本の ODA 事業として、遠隔医療システムの供与を受け

た。これによって、長崎大学と本病院とのネットワークが構築され、これまでおよそ 5,000 人の

患者のデータを日本に送って、アドバイスを受けたり、こちら側の診断が正しいかを確認した（診

断が難しい特殊な例のみ。本システムは 2004 年以降起動していないため、現在は e-mail ベース

で長崎大学と連絡をとっている。なお、この遠隔医療システムは、本プロジェクトとは関係がな

いが、プロジェクトの最初の段階では、甲状腺の症例に使用され、直近２年間は他の症例にも使

用された。 
  

1. JICA プロジェクトが本病院にもたらした成果 

JICA プロジェクトによって素晴らしい成果がもたらされた。具体的には： 

a)  4 つの C/P 病院に総額 US600 万ドルに相当する最新の医療機器が供与された。本病院には、

診断機器、内視鏡検査器、超音波診断装置、レントゲン、手術台、手術用ランプが供与され

た。これらをもし自分たちで揃えようと思ったら 10 年かけても不可能である。こうした最

新医療機器の供与によって診断技術が向上した。以前、本病院で使用していた機器は、すで

に耐用年数の 2-3 倍の期間を過ぎているような古いものであった。 

b) 訪日研修や日本人専門家（土井先生、坂本先生、山下先生など）による研修やセミナーを通

じて新しい診断方法を学んだ。訪日研修には、院長（保健行政）の他、レントゲンのエンジ

ニアや医療機器の維持管理担当者も参加した。 
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2. インパクト 

a)一次スクリーニングの地方巡回によって、それまで健康診断をうけることが困難であった、特

に農村住民に診断の機会を提供した。本病院は地方巡回に積極的に参加した。その際には、日

本から供与された携帯用エコーも持参した。JICA プロジェクトの対象年齢は 40 歳以上で、対

象疾病も乳がん、甲状腺がん，肺がん、白血病であり、年間のスクリーニング数は 5,000 件と

いう一定の枠があったが、そうした枠にとらわれることなく実施したことでより多くの住民に

受益をもたらされた。 

b)一次スクリーニング実施は、各 C/P 病院のスタッフからなる巡回チームによって実施された。

それ以前も地方巡回はあったが、それぞれの病院がそれぞれの方法で行っていた。JICA プロ

ジェクトによってばらばらだった C/P が統合され、C/P 間のパートナーシップが形成・強化さ

れた。 

c)2 年前には、ようやくデータ入力が開始されたばかりであったが、プロジェクトの延長期間を

もってデータベースが構築された。現在では、データの加工品として統計が完成した。（デー

タが行政に活用された例は知らない。） 

d)既に KAZNII が実施していた国家プログラム（スクリーニングとデータ整備）と本プロジェク

トの方向性が同じであったため、KAZNII が本プロジェクトに参加したことで、大きな裨益効

果を生んだと言える。KAZNII は本プロジェクトの C/P 機関ではないが、プロジェクト終了後

も協力関係は維持されるだろう。 

 

3. データ共有方法 

 データ構築はできたが、4 つの C/P がどのようにしてデータを共有するかについては決定して

いない。データは現在診断センターが管理しており、今後も診断センターがデータの管理を行う

ことになろうが、データは関係者で共有される必要がある。現在は、C/P がローカルネットワー

クで結ばれていないため、データをネットワーク上で共有することはできない。現在診断センタ

ーで管理されているデータを他の C/P が見たい場合には、診断センターまで行って CD やフロッ

ピーデスクにデータをコピーするか、データをペーパー上に印刷してもらうしかない。個人的に

は、データ共有方法としてはローカルネットワークが構築されることがより望ましいと考える。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 7  
面談・視察日時 2005 年 5 月 20 日 (金)  14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 

訪問機関名 放射線医学環境研究所（KazNII） 

面談者 先方: Dr. Kazbek Apsalikov （所長）, B.V.Galich（副所長） 

   Sagandykova Sagadat (プロジェクトコーディネーター) 

当方: 大宮調整員、喜多、香取（通訳） 
 

研究所の概要 

 1950 年代に核開発の政策上、作られた秘密組織であり、旧ソ時代は第４病院と呼ばれていた。

当時は、専属の核実験担当者がおり、被曝者に対しては詳細な診断を行っていたが、治療は行わ

れていない。つまり、核の人体への影響を研究していた（人体実験をおこなっていた）機関であ

った。そのため、第１回の核実験からのデータを保有している。旧ソ連が崩壊したために、デー

タの一部がロシアの手に渡ってしまったが、それでも膨大なデータを持っている。当研究所は、

法的に第４研究所を受け継いだ。 
 

1. アウトプットおよび活動の達成度 

 一次スクリーニングの巡回はすべての地域をカバーしたわけではないが、「システム確立」と

いう点では達成されたと言える。精密診断システムの確立についてはその過程にあり（50-55%）、

もう少し時間がかかるだろう。現時点での達成度が低いのは日本側に原因があるわけではない。

様々な要素がある。一次スクリーニングの結果を受けて、精密診断に行くかどうかは個人に任せ

られているし、誰が行ったか、誰が行かなかったかについて KAZNII や C/P 機関が把握している

わけではない。確定診断システムはほとんどできていない。やはり、確定診断を必要とする住民

が診断を受けたか、あるいは治療されたかを確認するシステムができていない。 

 厳密に言えば、一次スクリーニングから確定診断までの一連の流れは、政令が発令されたこと

によって「スキーム（制度）」として確立されたと言える。そうした観点から言えば、アウトプ

ットは達成された。問題は、確立された「スキーム」が、様々な理由から機能していないことで

あり、それを機能させることが今後の課題である。  

 本プロジェクトの欠点は、第一次スクリーニングの進捗が遅れたために、データベース構築が

遅れたことである。この Apsalikov 所長の評価に対して、大宮調整員からは、データベース構築

はできているとの指摘がなされた。それによれば、データベース構築について昨年と今年の状況

を比較すると、その進捗はめざましい。これは、診断センターのプログラマー2 人の訪日研修と、

その後の日本人専門家（柴田氏と横田氏）によるフォローアップの成果である。残された課題は、

「データ配布とデータの共有方法の決定」である。つまり、診断センターのデータベース室で現

在管理されているデータに他の 4 つの病院（州立がんセンター、緊急病院、医学アカデミー付属

病院、KAZNII）がどのようにアクセスするか、ということである。 

 

2. データの共有方法と所有権 

大宮調整員から考えられる2つの方法として、①データをCDやフロッピーディスクにコピー、

あるいは紙に印刷すること、あるいは②各病院を無線でつなぐこと、が提案された。Apsalikov 所
長は、本プロジェクトの成果物としての 15,000 件のデータを管理・サポートする体制の必要性

を指摘し、だれがそれを行うかを決定する必要があると強調した。彼によれば、KAZNII によっ

て実施されている国家プログラムには 11 万人のデータが登録されており、これは JICA プロジ

ェクトで収集された一次スクリーニング 15,000 件を含んでいる。本プロジェクト実施後のデー

タ管理の統合を見込んで、本プロジェクトの問診票のフォーマットは KAZNII の問診票に適合

するように作成されている。よって、本プロジェクトの結果得られたすべてのデータを KAZNII
のコンピューターに移すことができる。そうなった時には、KAZNII の予算でデータ管理を行う。

プロジェクト終了後のデータの管理は、診断センターではなく、KAZNII が行うべきである。診
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断センターは、データを活用して何かを行うことができないだろう。KAZNII は、データの解析

やリスト、図･表の作成だけでなく、それらを活用して、次世代のための精密診断のプログラム

を作成することができる。こうした Apsalikov 所長の構想は、これまで 4 つの C/P 病院に表明

したことはないので、このような構想に対して C/P 病院がどのように反応するかはわからない。

しかし、州保健局長にはすでに話をしており、基本的な合意を得ている。 
同席した、診断センター医師であり、本プロジェクトの C/P 側コーディネーターでもある

Sagadat 医師は、プロジェクト終了後のデータの所有権は KAZNII とするのが現実的である、

との個人的な見解を示した。本プロジェクトの成果であるデータは、C/P 病院と KAZNII との

協力で得たものである。また、KAZNII は国の機関であり、一次スクリーニングに関して主導的

な役割を果たした。規模の大きいデータベースも持っているからである。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 8  
面談・視察日時 2005 年 5 月 25 日 (水)  14 時 00 分 ～ 15 時 00 分 

訪問機関名 セミパラチンスク市役所 

面談者 先方: Dr. Yensebayev Ruslan Zeinullinovich（Medical Service Quality 

Control Committee） 

   Sagandykova Sagadat (プロジェクトコーディネーター) 

当方: 大宮調整員、喜多、香取（通訳） 
 

 Zeinullinovich 氏は、本プロジェクト立ち上げ当時にセミパラチンスク市保健局長であり、現

在は医療サービス管理委員会（Medical Service Quality Control Committee）の委員長を務め

ている。本評価調査の焦点は、前回終了時評価調査以降の期間であるが、プロジェクト立ち上げ

～初期段階を知る人物としてインタビューを行った。 
 
1. プロジェクトの枠組みの決定の背景 

1999 年 8 月～11 月までの 3 ヶ月間に日本のコンサルタントと 17 回の協議を経てプロジェク

トの枠組みに双方が合意した。「診断」というコンポーネントがプロジェクトに取り入れられた

のは、その側面がセミパラチンスク地域の医療にとって最も重要であるとの判断からである。（プ

ロジェクトの中に、「リファレル体制」の改善やファミリードクター制度の導入等といった、他

のコンポーネントを取り入れることは考慮されなかったか、との大宮調整員の問いに対し、）そ

ういったコンポーネントは、「診断」面での問題がある程度解決されている国においては有効で

あるが、「診断」のコンポーネントを焦点とした本プロジェクトの枠組みは正解であったと思っ

ている、と述べた。また、日本人専門家への質問票の回答に見られた、「5 年間のプロジェクト

の対象分野としては広すぎるため、活動の領域をもう少し絞り込むべきであったのでは」との指

摘があったことについては、本プロジェクトは、あらゆる階層の住民に検診という受益をもたら

したことが評価できる。もし、活動の領域を絞り込んでいたら、受益者の数が限定されてしまっ

ただろう。特定の領域にフォーカスした活動で成果が得られるのは、「診断」に関する問題が既

に解決している国であろう。本プロジェクトで実施された「一次スクリーニング」のコンポーネ

ントは適切であった、との見解を示すとともに、本プロジェクトでは計画されたほとんどのアウ

トプットが達成されている点を評価した。 
 
2. プロジェクトの成果 

a) 被曝地域における病理診断の精度を高めることに成功した。 

b) 診断技術の水準が向上した。 

c) 被曝に関する研究を深めることに貢献した。 

d) 早期がん発見に効果があっただけでなく、放射線影響による疾病の診断能力が向上した。 

e) プロジェクト開始当時の C/P は医学アカデミー付属病院のみであったが、現在では 4 つの   

パートナー間の協力体制のもとで一次検診が行われるようになった。 

f) 訪日研修の機会を得ることができたことで、プロジェクトの成果を達成することに大きく 

貢献した。 

g) セミパラチンスク市から遠く離れた村落（対象地域は、セミパラチンスク市から 40-50 キロ

離れた村で 270 キロ離れたアブラリンスキー村のみ例外）の住民の診断サービスへのアクセ

スが改善された。 
プロジェクトは成功し、多くの成果が認められるとしながらも、まだプロジェクトよる成

果を完全に答えられる段階ではない、と述べた。プロジェクト終了後、例えば、3 年後くら

いにインパクト調査を実施することが必要であるとの見解を示した。 

 



－98－ 

3. アウトプット１「放射線が健康に及ぼす影響に関する住民の理解を深める」の達成度 

住民への啓発活動は、本プロジェクトの「間接的」な成果である。プロジェクトの焦点は、研

修やセミナーを通じた医師への技術移転である。どのような方法で啓発活動が実施されたかにつ

いては、巡回検診の際に巡回チームが検診の実施を住民に広報するために、その目的を説明する

ことによって放射線が健康に及ぼす影響について理解するようになった。 

 

4. 機材供与 

プロジェクト実施は、唯一機材供与のタイミングが適切でなかったことを除いては、円滑に進

んだと言える。一旦供与された後は設置の問題等もなく、消耗品購入のための州予算措置もとら

れたことから、供与された機材は稼動している。供与された機材はどれも現地のニーズに適した

ものばかりであり、活用されていないものはない。 

 

5. データの行政施策のための活用の可能性 

現在はまだそういう例はないが、将来的に活用される可能性はある。（本プロジェクトの対象

は 40 歳以上の住民であり、対象疾病や地域も限られていることから）5 年間の実施で地域のす

べての健康状態を把握するまでには至っていない。住民の疾病傾向が統計を通じて把握できて初

めて、行政の計画や政策に策定されるようになる。長崎や広島の例を見ても、データが政策に活

用されるようになるまでに数十年かかった。そういう意味で、今後もこのプロジェクトを実施・

モニタリングしていく必要がある。 

 

6. 今後の課題：一次スクリーニング後のフォローアップ体制の確立 

  プロジェクトの上位目標は、「地域住民の健康状態を改善する」ことであり、現在はそうした

上位目標を達成する過程にある。本プロジェクトの枠組みを形成していた 1999 年から比べると、

現在では、村民の経済的な状況は良くなっている。また、1 つの村落に必ず 1 つは医療機関があ

り、医療従事者がいる。一次スクリーニングから診断を経て治療という一連の流れを確実なもの

にするためには、地域の医療スタッフがフォローアップに関して責任を持たなければならない。

つまり、連帯的な責任をいかに構築し、それぞれの責任をいかに配分するかが重要である。一次

スクリーニングと地域医療従事者の責任を分配して、フォローアップと各関係機関とのフィード

バック体制を確立することである。また、本プロジェクトには「治療」の観点は含まれていない

が、上位目標を達成するためには、診断だけでなく、治療が大切である。 

 
7. 提言 
a)機材供与のタイミングを短くすること、 
b)プロジェクト実施の初期段階で、日本側と相手国側の責任と役割を明確にするためにも、プロ

ジェクトリーダーを決めておく。プロジェクトリーダーは日本側でも相手国でもよい。プロジェ

クトリーダーとメモランダムを取り交わして、プロジェクト終了までは離任しないことを約束さ

せることで、本プロジェクトが直面した問題（技術移転した C/P がプロジェクト実施半ばで離

職する、具体的には、訪日研修（保健行政コース）に参加した 3 名のうち 2 名がその後に離職

したこと等、ことを事前に回避できると思われる。 
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「セミパラチンスク地域医療改善計画終了時評価」面談記録 No. 9  
面談・視察日時 2005 年 5 月 25 日 (水)  16 時 00 分 ～ 17 時 00 分 

訪問機関名 セミパラチンスク市役所 

面談者 先方: Dr. Musapirbekov Tursungaze Zhantuyakovich (副市長) 

   Sagandykova Sagadat (プロジェクトコーディネーター) 

当方: 大宮調整員、喜多、香取（通訳） 
 

1. プロジェクトの成果と市の役割 
 プロジェクト実施によって大きな成果が認められる。何よりもまず、唯一の被曝国である日本

が、セミパラチンスク支援東京国際会議（1999 年 9 月）においてセミパラチンスクへの支援を

表明したことに感謝の意を述べたい。そして、ニーズにあった機材の投入とそれらを有効に活用

するための技術移転を高く評価する。本プロジェクト実施において市は常に保健医療機関と仕事

を行い、調整役としての役割を果たした。 
 
2. プロジェクトで得られた成果の今後の維持・発展 
a) 診断データの活用 

     データベースの構築とデータ入力は行われたが、データを統計的に活用できるまでには至って

いない。データ入力が終わったばかりの現在の状況では何とも言えない。（これに対し、同席し

た Sagadat 氏(プロジェクトコーディネーター)からは、入力された一次スクリーニングは約

15,000 件で、精密検査に関するデータの入力は始まったばかりであること、これらのデータは

市や州の保健局などの行政機関に伝達されていること、が補足説明された。そして、データ活用

の可能性として、例えば、人員の配置や予算配分の決定などが考えられるとの見解が示された。 

彼女によれば、データ蓄積の過程において、どの地域に、どの年齢層で、どのような疾病の傾向

が見られるかが把握された時点でそれにふさわしい計画や政策が策定される。 
 
b) 住民票データベース（USAID の支援により構築）との関連の可能性 

   Sagadat 氏によれば、住民票データベースは、対象住民は多いが、入力データが限定的なた

め（氏名、性別、年齢、パスポート NO など）活用度は低い。一方、本プロジェクトで構築さ

れたデータベースには、「被曝者地域の住民の疾病に関するデータ」という特徴があり、また将

来的に KAZNII の国家プログラムと統合し得るものである。こうしたデータべースは他にはな

い。市役所の中にも統計局があり、市内のベッド数や患者数に関するデータはあるが、特定疾患

に関するデータではない。USAID プロジェクトで構築された住民票データベースは、一次スク

リーニング実施計画策定のために有効活用できるかもしれない。 
 
3. 問題点 
 特にないが、今後とも本プロジェクトが継続していくことを希望する。なぜなら、これまでに

入力された 15,000 という数字は、被曝地域の疾病に関しての統計をとるためのデータとしては

少なすぎるからである。市としては、全住民のデータを把握したい。本プロジェクトは、機材供

与と技術移転を連携させた支援として評価できるし、結果には満足している。その一方で、支援

の成果を対象地域の住民に見せる段階にはまだ至っていない。本プロジェクトにおいての日本側

とカザフスタン側との共同作業には透明性があった。今後は、5 年間のプロジェクトの成果を目

に見える形で住民に示していくことが課題である。これに対し、Sagadat 氏からは、データベ

ース構築の進捗状況が遅れたため、データの統計的な処理はまだ十分ではない点が説明されると

ともに、今後は例えば、診断センターと市とをコンピューターネットワークでつなげて、市のさ

まざまな会議で使用する必要データが即座に入手できるようにすることも一案であること、の見

解が示された。 



７．質問票への回答結果 
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日本人専門家に対する質問票の回答 

回答 15 名：総合調整（1）、業務調整（2）、細胞診（3）、診断病理（1）、検診指導（2）、甲状腺・

乳腺診断（1）、血液内科（2）、保健指導（1）、データ整備（2） 

 
1. 専門家派遣 
1-1 派遣の人数、期間、タイミング (有効回答数 14 名、2 については 12 名)

1. 派遣の人数： 12 名が適切であったと回答。一方、細胞診専門家はいずれも 2-3 名は必要であっ

たと感じている。 
2. 期間：9 名が適切であったと回答。もっと時間が必要であったとの指摘があったのは、検診指導

および細胞診分野の指導に関してであった。前者の派遣は、プロジェクト終了 7 週間前に約 1
週間であったが、3 週間は必要であったと感じている。 

3. タイミング：12 名が適切であったと回答。一方、検診指導専門家は派遣のタイミング（一次ス

クリーニングの日程が確定したのが、専門家派遣日程が決定後であった）が適切でなかった、と

指摘。 
1-2 専門分野とプロジェクトでの任務の合致 (有効回答数 14 名)

 回答のあったすべての専門家が、自己の専門分野とプロジェクトの任務は合致していた、と回答。 

1-3 現地での活動の促進要因および阻害要因 (有効回答数 9 名)

促進要因： 
- JICA 調整員による通訳業務：JICA 調整員が本来の調整業務に加えて、専門家の研修やセミナ

ーでの通訳を十分に行ったことで、専門家が指導の際に直面する言葉の問題は補った。 
- 質の高い通訳の選定：専門家が講演を行う際の通訳の選定が回を重ねるごとに適切になり、

専門性の高い講演をわかりやすく円滑に行えたことは、聴衆からの高い評価につながった。 
- 現地コーディネータの協力と C/P 医師の意欲: 例として、企画した講演の聴衆が十分で対象者

も適切に選定されていたことが挙げられた。 
- その他：相手国行政機関のサポート、長崎大学のアリポフ・ガビット氏およびメイマノフ・

セリック氏の協力。 
阻害要因： 

- 翻訳･通訳の問題：常に通訳がついていなかったので不便を感じた、業務に使用する書類や資

料等の翻訳に時間がかかり、それらの内容を十分に理解しないまま業務をしなければならな

かったこと、等。 
- 消耗品や教材等の不足：消耗品の供与が不十分であった、アトラスやテキストが不十分であ

った、等。 
2. カウンターパート（C/P） 
2-1 技術移転の対象である C/P の選抜 (有効回答数 13 名)

1. 人数： 13 名すべてが 適切であった、と回答。 
2. 専門分野：適切であった（12 名）、適切でなかったが、指導により格段に知識は向上し、適切

な診断能力を各分野で獲得してきた。（1 名） 
3. 知識レベル：適切であった（9 名）、適切でなかったが、指導により格段に知識は向上し、適

切な診断能力を各分野で獲得してきた。（1 名）、最終確認していないため判定不能（1 名） 
2-2  C/P が市保健局から州保健局に変更したことで活動に与えた影響。 (有効回答数 8 名)

- 正の影響：予算が増えたことで検診活動が促進された。（業務調整） 
- 負の影響：採血容器の調達に時間がかかった（採血内科）、一次スクリーニングのための検診

日スケジュール等の連絡、検診スタッフの招集、予算上のグループ編成が大変であった（業

務調整） 
- 特になし（4 名） 
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2-3  C/P 機関に放射線医学環境研究所が加わったことによるプロジェクトへ影響 (有効回答数 7 名)

- 正の影響：巡回検診活動への人的・財政的なサポート（総合調整、業務調整） 
- 負の影響：データベースを巡る意見の相違（業務調整、検診指導） 
- 特になし（4 名） 

2-4  C/P とのコミュニケーション (有効回答数 14 名)

円滑であった（13 名）、基本的には問題はなかった（1 名） 
2-5  C/P への技術移転 (有効回答数 11 名)

- 計画通りにできた (10 名)。促進要因として、C/P の基礎知識ができていた、技術習得への熱

意と意欲、調整官や C/P コーディネーターの丁寧な対応、通訳の献身的な活動支援 
- 消耗品の継続的供給ができていなかったため計画通りにできなかった（血液内科） 

2-6  移転した技術と現地のニーズとの適合性 (有効回答数 13 名)

合致している（10 名）、ほぼ合致している（3 名） 
2-7  技術移転により C/P に見られた変化 (有効回答数 13 名)

  1. 技術・知識面：移転した技術・知識の十分な理解と定着、診断技術の向上 
  2. 意識の面：診断に対する自信、研究参加意欲の向上（講義内容に関する要望が事前に出るよう

になった、講義中にメモをとる研修医が増えた、質問内容が高度なレベルに移行した、自己の

判断でデータに対処するようになった、等） 
2-8  技術移転した C/P の定着度 (有効回答数 11 名)

  全員が定着している（5 名）、ほぼ定着している (6 名) 
2-9  C/P の技術習得度 (有効回答数 10 名) 

- プロジェクト終了後に独力で活動できるだけの技術を習得した。（8 名） 
- 習得は十分でない。（2 名）：課題として、機材、試薬の獲得の具体策が不可欠（細胞診）   

      教科書や文献を各 C/P が持てるようにする、最低でも部屋単位で簡単に閲覧できるようにす

ることが必要(診断病理)、などが指摘された。 
2-10 オーナーシップの C/P への移行 (有効回答数 11 名)

- プロジェクト実施中にオーナーシップは順調に C/P へと移行された（10 名） 
- 移行はされていない。（1 名） 

2-11  C/P の組織能力 (有効回答数 11 名)

- プロジェクト終了後に十分な成果をあげる活動を実施するに足る組織能力あり（7 名） 
- 組織能力はなし（2 名）：今後の課題としては、疾患分類に関する教科書の幅広い供与（診断

病理）、組織間の協力体制の構築（細胞診） 
- 技術スタッフは十分な能力があるが、データの利用や目的に応じたデータ集計の実施を企画

する人材が必要である。 
3. セミナー・講演会 
3-1・3-2  セミナー/講演会実施の適切性 (有効回答数 11 名)

  全員が期間および受講者は適切であった、と回答。時期については、夏休み中の実施を避けるべ

きとする 1 名を除いては、適切であったと回答。 

3-3  講義に必要な機材の状況 (有効回答数 11 名)

    ビデオ上映で音声がでなかった、プレゼンテーション用ノートパソコンがなかった、と回答した 2
名を除いては、講義に必要な機材に問題はなかった、と回答。プロジェクター3 台とプロジェクタ

ー専用パソコンが必要との提案。 
3-3  セミナー/講演会の実施による技術移転の効率性 (有効回答数 11 名)

セミナーまたは講演会の実施によって十分な技術移転ができた (6 名)、 
できなかった（5 名）：セミナーだけでなく、継続的な実施指導が必要、セミナーの回数を増加さ

せたり、多面的内容のセミナー開催が必要 
3-4  講義内容に関する C/P の知識・理解の確認方法 (有効回答数 11 名)

- 個別にメール等を使って、あるいは直接に受講者に聞いた。（1 名） 
- 日常の業務におけるコミュニケーションを通じて確認した。（4 名） 
- 講義後の質疑応答を通じて確認した。（2 名） 
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- テストを実施した。（1 名） 
- 調整官からの情報によって確認した。（1 名） 
- 特に確認はしていない。（2 名） 

3-5  セミナー/講演会に参加した C/P が確実に知識や技術を習得したか（日常の業務で使用している

か）をモニタリングしましたか。 (有効回答数 9 名) 
- 定期的にモニタリングした。（2 名） 
- モニタリングはしたが定期的ではない。（2 名） 
- 特にしなかった。（5 名） 

4. 資機材（データベース関連機材も含む） 
4-1  機材納入の遅滞が業務に与えた影響 (有効回答数 9 名)

 保健指導（2003.7.28-8.24 派遣）を除くすべての専門家の業務に支障があった。 
- 染色液と染色機材がないために 3 ヶ月間実技指導が遅れた、携行機材（サイトマスターおよ

び本）の現地到着が 2 ヶ月遅れたために講義内容に影響した。（細胞診） 
- 実際の技術移転が不能となった、テキストを講義資料として使用できなかった。（血液内科）

- 検診が遅れた、実際の巡回検診活動が制限された。（総合調整、業務調整） 
4-2 供与された機材の品目、数量、仕様の現地ニーズとの適合性 (有効回答数 11 名)

品目と仕様については、すべての回答者がニーズに合致していた、と回答。数量はもっと必要で

あった、とする意見が 3 名。具体的には、血圧計などの基本的な医療機材（保健指導）、テキスト

（血液内科、診断病理） 
4-3 現地で活用されていない機材の有無 (有効回答数 12 名)

- すべて活用されている。(10 名) 
- 活用されていない機材がある。（検診指導、血液内科）具体的には、細胞診の写真を撮るデジ

タルカメラの不具合が 2004 年 5 月に報告されたにもかかわらず、1 年経った現在でも対処さ

れていない。 
4-4 機材のテキスト/マニュアルと C/P の技術レベル・語学力との適合 (有効回答数 10 名)

- 適している。(7 名) 
- 適していない。(3 名)：具体的な問題点としては、テキスト/マニュアルの大半が日本語で書か

れているために現地 C/P には解読できない、との指摘。しかし、画像は問題なく参考書とし

て使用されている。 
4-5 プロジェクト終了後の機材の維持管理能力 (有効回答数 11 名)

- 能力あり（9 名）  
- なし（2 名）問題点として、消耗品や修理費の問題（総合調整）、維持管理技術者の不在（検

診指導） 
4-6 消耗品・試薬購入費、維持管理費等のカザフスタン側投入の適正 (有効回答数 7 名)

- 適正に投入された。（5 名）  
- 適正でなかった。(2 名)具体的には、消耗品･試薬購入の投入が不十分 (業務調整、血液内科) 

4-7  独力での消耗品、試薬、スペアパーツ等の調達の可能性 (有効回答数 10 名)

- 可能である。（4 名） 
- 不可能である。（6 名）講じるべき手段として、財政支援、入手ルートの開発、パパニコロウ

染色法の国内生産 

5. 訪日研修生受入 
5-1 研修生は適正に選抜されていましたか。 (有効回答数 10 名)

  人数については、すべての回答者が適切であった、と回答。研修生の専門分野との適合性および研

修生の知識・技術レベルは 1 名（細胞診）を除き、適合していた/適切であった、と回答。 
5-2 研修生の研修内容の理解度の確認方法と研修後のフォローアップ活動の有無 (有効回答数 6 名)

 1. 確認の方法（日常の業務を通じて、メールを通じて、演習形式による課題提出によって） 
 2. フォローアップ活動の有無：有 (細胞診、甲状腺・乳腺診断、データ整備) 
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5-3 研修で習得した知識や技術の職場での有効活用と普及に関するモニタリング (有効回答数 7 名)

回答者 7 名のうち、6 名はモニタリングを実施。具体的な方法としては、現地コーディネーター等

に確認、細胞診に関しては、現地指導の際にパフォーマンスを確認、データ整備は現地での知識、

技術の活用状況に関しての聞き取りによって確認。 
5-4 研修後、研修生に見られた技術・知識や勤務態度における変化 (有効回答数 5 名)

- 知識が増えたことにより興味も強くなり、さらに貪欲に知識の吸収を行っている、細胞診断

に自信を持ち、臨床医と対等な立場で自己の意見が言えるようになった、臨床医、病院上層

部から信頼されている。（細胞診） 
- 現在もなお、協力して甲状腺サンプルの解析を続けている。（甲状腺・乳腺診断） 
- 管理スタッフ、データ入力スタッフ、検査スタッフ間のコミュニケーションが深まった。（デ

ータ整備） 
6. 診断体制 
6-1 一次スクリーニング検診の実施体制 (有効回答数 6 名)

1. 一次スクリーニングの年間計画の策定：全員がされている、と回答。 
2. 一次スクリーニング実施のためのチーム編成の適切性：1 名のみ「やや少ない」と回答。 

検診データの精度の確保の方法：最終確認された症例は少ない。 
3. 一次スクリーニング検診の効率的、計画的な実施体制の確立：4 名は「確立された」あるいは、

「ほぼ確立された」と評価しているが、2 名の検診指導専門家（2005 年 5 月 11 日～19 日派遣）

は「まだ不十分である」との見方を示している。 
  4.  今後の課題：自立自活の確認とフォローアップの必要性（総合調整）、長期的な実施計画の策定、

1 人あたりの検診時間の短縮と有所見者の二次検診へのフォローアップ体制の確

立（検診指導） 
6-2 一次スクリーニングの有所見者に対する精密診断の実施体制 (有効回答数 4 名)

 1. 精密診断計画：適切である。（1 名）適切でない。（1 名）、わからない。（2 名） 
 2. 適切な精密診断方法：採用されている。（2 名）、採用されていない。（2 名） 
 3. データベースは有効活用：されていない（2 名）、わからない（2 名） 
 4. 検診データの精度の確保方法：不完全 
 5. 精密診断の効率的、計画的な実施体制の確立：不十分である。（2 名）、わからない（2 名） 
 6. 今後の課題：医療インフラの改善と確定診断支援（総合調整）、所有見率が 99%と高いが、これは、

異常所見の診断ミス（基準の問題）と境界域の人もすべて有所見とされているため

であると思われる、パートナー病院を増やして地方での受診アクセスを改善する。

（検診指導） 
6-3 被曝者に多く発生する特定疾患のある住民に対しての確定診断の実施体制 (有効回答 5 名)

 1. 確定診断計画：適切である。（2 名）、適切でない（1 名）、わからない（2 名） 
 2. 確定診断方法の採用：適切である。（2 名）、適切でない（1 名）、わからない（2 名） 

3. 検診データの精度の確保の方法：不完全（経済的な問題で異常者の検出や精密診断へのアクセス

が不可能）、細胞診による診断補助、細胞診の精密度の向上とそ

の後の病理確定診断の質の向上 
  4. 確定診断の効率的、計画的な実施体制の確立：不十分である。（3 名）、わからない（2 名） 

5. 今後の課題：（日本の）協力維持が極めて重要（業務調整）、パートナー病院を増やして地方での

受診アクセスを改善する。（検診指導）、西洋風の診断体制の確立と病理標本作成のための消耗品

の安定的な供給（病理診断） 
6-4 本プロジェクトの診断システムの地域住民による認知度 (有効回答数 6 名)

広く認知されている。（1 名）、まだ十分に認知されていない、あるいは 一部での認知にとどまる。

（5 名） 
7. データベース構築 
7-1 一次スクリーニング結果のデータベース構築体制の確立 (有効回答数 5 名)

  すべての回答者が「確立されている」を選択。  
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7-2 精密診断結果のデータベース構築体制の確立 (有効回答数 5 名)

3 名の回答者は「まだ確立されていない」を選択。検診指導専門家からは二次診断を受診したか否

かの情報が登録されていない点が問題である、との指摘あり。データ整備専門家 2 名は、「確立さ

れている」を選択。 
7-3 確定診断結果のデータベース構築体制の確立 (有効回答数 5 名)

すべての回答者が「まだ確立されていない」を選択。 

7-4 一次スクリーニングから確定診断結果までのデータ集中管理体制の確立 (有効回答数 3 名)

すべての回答者が「集中管理はされているがデータベース化には至っていない」を選択。 

7-5 集中管理されたデータが行政施策に活用される体制の確立 (有効回答数 5 名)

すべての回答者が「まだ確立されていない」を選択。検診指導専門家からは、ネットワーク化に

よるデータ活用体制が不十分であること、および一部の医師にしかデータの存在を知られていな

いことが問題である、との指摘あり。 

8. プロジェクト実施によるインパクトとその他の波及効果 (有効回答数 5 名)

8-1  担当分野の技術指導によってプロジェクトに及ぼしたインパクト 
- それまで各病院がそれぞれに実施していた一次スクリーニングが本プロジェクトのもとで統

合され、各パートナー病院（および KAZNII）の間の連携が強化された。 
- がんの早期診断、早期発見、早期治療の重要性が医療関係者の間に広く浸透しつつある。 
- 地方巡回検診によって住民に確実に健康に対する意識の変化がみられる。 
- パパニコロウ染色法の導入によって、癌診断率が飛躍的に伸びた、臨床の医師細胞診の医師

に積極的に相談するようになった、各医学団体から積極的な講演依頼を受けるようになった、

セミパラチンスク以外の、例えば、アスタナやシュミケントなどの遠隔地より細胞伸技術の

習得を目的として専門家の講義を聴講するようになった。 
- セミパラチンスク医学アカデミーが細胞診を教育科目として導入することを検討している。 
- 従来のギムザ染色法による細胞診に変わって、国際標準であるパパニコロウ染色法の有効性

が徐々に認識されつつあることで、今後現地での医療の展開に有効に作用すると考えられる。

- 日本の大学との協力が推進された。OA 技術装置の供与により、長崎大学や広島大学の専門家

と直接連絡をとりアドバイスを受けられるようになった。 

8-2  予期されなかった負の影響 
   特になし 
 
8-3  予期されなかった正の影響 

- 本プロジェクトは、被曝者検診とリハビリテーションに関する法（No. 336）遵守を推進した。

- セミパラチンスクの多くのNGOが、診断センターを市立から州立とすることを陳情した結果、

予算配分が増加した。 
- 最新式の診断技術や機材の導入によって、プロジェクト対象 4 疾病以外の疾病の早期発見が

できるようになった。例えば、胸部 X 線検査の結果、結核が多く発見されるようになった。

- 2003 年にセミパラチンスクから遠く離れた 5 つの村落に一台ずつ（計 5 台）のエコー装置が

供与されたことにより、住民に検診の機会を提供した。 
- パートナー病院においては、最新技術と医療レベルが向上したことによって患者数が増加し、

その対策のために予算も増えている。 
- 医療機関においてインターネットによる情報収集が盛んになった。 
- 本プロジェクトが新聞・テレビ等で広く報道されたことにより、広くカザフスタン人に知ら

れることとなり、彼らの親日感情を高めている、検診者による一次スクリーニング卯検診は、

「イポンスカヤ・プログラムマ」として広く地域住民に認知され、日本に対する感謝と友好

の念が醸成されている。 
- 細胞診形態学装置および試薬が供与され、パパニコロウ細胞診のレベル向上に伴い、セミパ

ラチンスクの診断センターやがんセンター、ウスチカメノゴルスク市の診断センターやがん

センター、アスタナ市国立科学センター、アルマティ市戦争参加障害者病院でも細胞診形態

学検査室が設立された。 
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9. アウトプットと活動の達成度 
（アウトプットと活動のすべてについての回答があったのは業務調整員 1 名のみ。参考までにア

ウトプットの部分のみ紹介する。） 
9-1 アウトプット 1 

｢行政、住民の放射線影響に対する理解が深まる｣ 大部分達成 

9-2 アウトプット 2 
 ｢既存の医療施設や検診車を利用した一次スクリーニングが効

率的、計画的に行われる｣ 
達成 

9-3 アウトプット 3 
 ｢一次スクリーニング有所見者に対する精密診断が効率的、

計画的に行われる｣ 
達成 

9-4 アウトプット 4  
｢精密診断の結果、被曝者に多く発生する特定疾患の疑いがあ

る住民に対し、確定診断が実施される｣ 
達成 

9-5 アウトプット 5 
 ｢一次スクリーニングから確定診断結果までのデータが適切

な機関で整備される｣ 
未達成 

9-6 アウトプット 6  
｢適切な機関にて整備されたデータが行政施策に活用される｣ 未達成 

10. プロジェクト目標「セミパラチンスク市周辺の高汚染地区住民に対する一次スクリーニング・精密

診断体制が改善する」達成のための今後の課題 
- 消耗品の継続的供給体制の確保 
- WHO テキストをできるだけ多くの人に配布とセミナーの継続した開催 
- データの共有方法の決定 
- 医師および住民の意識とモティベーションの維持 
- 保健行政リーダーに対する健康診断の意義に対する啓発 
 

11. 上位目標 「セミパラチンスク市および周辺地域医療体制が改善する」ための今後の課題 
- 一次スクリーニング実施のための毎年の確実な予算配分 
- 一次スクリーニングにおける有所見者が精密検査を効率良く受診できるシステムの確立。特

に、有所見者への交通費の支援 
- 精密検査を受診する病院までの距離が自宅から遠いことが、低い精密検査受診率の一因とな

っている。貧困による移動手段の不足（交通費が払えない）と二次診断施設で受診する際の

宿泊費用の不足という問題を解決するためのバートナー病院の増加、それに伴う医療従事者

の育成および診断機器増設 
- 有所見基準の再確認（一次スクリーニングにおける有所見率が 99%というのは、日本では考

えられないことであり、現時点では程度の高い・低いに関らず、それらすべての患者が二次

検診を受診しなければならない状況となっている。） 
- 検診結果の住民へのフィードバックと生活改善指導等を含むその後のフォローアップ体制の

確立、そうした指導を行う医療従事者の育成、検診実施機関と地域の医療機関との連携強化 
- 一次スクリーニング対象疾病の拡大による検診体制の充実とそのための予算増加 
- 医療チームの意識向上 
- 巡回検診が住民に十分に理解されるための啓発活動へのカザフスタン政府による支援 
- （プロジェクトで得られた成果を維持するための）行政からの支援 
- 公衆衛生行政のリーダーに対する啓発 
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12. 本プロジェクトに対する提言、意見、要望 

- 5 年間で目標を達成するには課題が多く、それぞれの課題が重大な内容であるわりにはプロジ

ェクト期間があまりにも短い。課題をもっと絞り込んだ方が成果につながりやすい。 
- 日本の専門家および C/P との協力関係はうまくいったが、プロジェクトの規模が大きいため、

もう少し時間的に余裕があれば成果の達成度は上がっただろう。 
- 本プロジェクトはがん検診として開始されたが、問診項目が一般内科検診と同様であるため、

ほとんどの受診者が有所見者として分類されている。がん検診としての有所見率と一般疾患

としての有所見率を区別して考えないと、検診自体の有用性そのものが誤解されかねない。

現実には、これまで適切な医療機器で診断されたことのない住民に、多くの一般疾患が発見

されており、彼らに二次検診を勧めることができるようになったことは大きな進歩であり、

これは４大がんを発見することとは別に今後発展してほしいことである。 
- これまでは、検診の対象は放射線影響疾患であったが、今後は、総合スクリーニングの実施

を目的とした「健康改善プロジェクト」の一部として展開されるべきである。 
- カザフスタンの僻地に日本人が赴くことに対して、現地の人々の間に驚きと感謝の気持ちが

根付いていることを感じた。医療スタッフだけにとどまらず、現地の人々の間に、日本人に

対する並々ならぬ期待感があることは訪問の度に感じることである。この気持ちを今後の両

国間の協力・友好に引き続きつなげることができることを望む。 
- KAZNII は、本プロジェクトで構築したデータベースを国家プログラムに吸収する形で今後維

持していく構想を持っているが、州政府は、データベースならびに検診の独自の運営、ネッ

トワーク化を希望している。州保健局長への積極的な働きかけが必要であると思われる。

KAZNII に統合された場合、これまでに JICA 検診と同時進行で情報を収集していた KAZNII
としては、JICA プロジェクトは単なる機材供与としての意義しかなく、これからの有機的な

日本とのつながりが困難となる恐れがある。 
- 細胞診技術普及のための協力維持を希望する（例えば、婦人科検診の普及と乳がん・甲状腺

がんのための定期検査など）。 
- 昨年は、JICA 専門家として現地指導したことが日本の勤務先大学による考察に反映されなか

った。現地で活動している間に、勤務先大学の他の教室員にも相当の業務上の負担をかけた。

JICA のプロジェクトに専門家として参加していることが勤務先の大学から高く評価されるよ

うな措置を JICA に講じていただきたい。 
- 素晴らしいプロジェクトであると思う。 

 



－107－ 

カザフスタン医療機関（セミパラチンスク/ウスカメノゴルスク市）に対する 
質問票への回答 

 
1. 知識・技術の向上 
1-1 日本人専門家による研修の実施 (2003 年 2 月以降) (有効回答数 24 名)

回答のあった 17 名すべてが、内容はニーズに合っていたと回答。その他については以下の通り。 
時期：適切であった。（17 名）適切でなかった。（1 名）回答なし（6 名） 
研修期間：適切であった。（18 名）適切でなかった。（2 名）回答なし（4 名） 
回数：適切であった。（18 名）適切でなかった。（1 名） 回答なし（5 名） 

日本人専門家から期待した知識や技術を十分に習得できたか：はい（22 名）いいえ（2 名） 
知識や技術を十分に習得できなかった原因（複数回答） 

a) 専門家とロシア語でのコミュニケーションが容易ではなかった。（2 名） 
b) 日本人専門家と会う機会が少なかった。（1 名） 
c) 日本人専門家の滞在期間が短かった。（2 名） 
d) 技術移転のために使用された教材の数が不十分であった。（2 名） 

知識や技術の習得を助けた要因（複数回答） 
a) 日本人専門家によって定期的なフォローアップがされた。（22 名） 
b) 日本人専門家とロシア語によるコミュニケーションが円滑におこなわれた。（19 名） 
c) 必要な時に適時に日本人専門家との連絡がとれ, 疑問や質問に専門家が疑問や質問に答

えてくれた。（19 名）（主な連絡方法：インターネット 2 名、e-mail 1 名） 
d) 技術移転のために十分な数の教材が使用され、内容もニーズに合ったものだった。（21 名）

e) 土井先生の講義、高い職業意識、細かい配慮、一貫性（各 1 名） 

回答者全 24 名が移転された技術や知識を日常の業務で十分に活用していると回答。 
移転された技術や知識の職場での普及方法（複数回数） 

a) 職場の他のスタッフに対して職業訓練を行った。( 12 名) 
b) 入手した教材を他のスタッフとシェアした。（17 名） 
c) その他（6 名）（具体的には、国際保健行政学校での研修；様々な地域の専門家に対す

る講習；中等医療専門家の訓練） 
d) 普及していない。（プログラミスト 3 名） 

プロジェクト終了後に独力による自立した活動が可能であると答えたのは 22 名であるのに対し、不可

能であると答えたのは、わずか 2（東カザフスタン州立ウスカメノゴルスクがんセンター）の理由とし

て、「プロジェクト終了にあたって 2004 年から 2005 年までの共同作業が十分でない。」との指摘あり。

1-2 セミナー (2003 年 2 月以降) (有効回答数は 24 名)

テーマは、回答のあった 22 名すべてが「ニーズに合っていた」と回答。時期についても、全回答者 21
名が適切であった、と回答。その他については以下のとおり。 

期間：適切であった。（17 名）適切でなかった。（2 名） 回答なし（5 名） 
    回数：適切であった。（19 名）適切でなかった。（2 名） 回答なし（3 名） 
全員がセミナーでは、期待した知識や技術を十分に習得できたと回答。その要因（複数回答）は： 

- セミナーの内容がニーズにあっていた。（24 名） 
- セミナーの回数や期間が適切であった。（22 名） 
- 使用された教材の内容が適切であった。（22 名） 
- セミナー終了後にフォローアップ活動が実施された。（20 名） 
- 通訳が素晴らしかった。（１名） 
- 講師のレベルが高くあらゆる疑問を解消してくれた。（１名） 

全員がセミナーで得た知識や技術は貴方の日常の業務に役立っていると回答。今後参加したいセミナ

ーとして：甲状腺がん診断の難しさ（細胞学的・組織学的）、細胞組織学、看護協会の業務・看護師の

仕事（教育と実践）、細胞病理組織学が挙げられた。 
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セミナーで得た知識や技術の職場における普及は以下の方法は以下のとおり： 

- 職場の他のスタッフに対して職業訓練を行った。（15 名）   
- 入手した教材を他のスタッフとシェアした。（17 名）   
- 複雑な症例の診断に参加した、他都市で開催された研修の手伝い（各１名） 

1-3  訪日研修 (2003 年 2 月以降) (有効回答数は 24 名)

回答者 24 名中、訪日研修に参加したのは 11 名。全員が研修プログラムの内容がニーズにあっていた、

と回答。研修時期に関しては、回答のあった 9 名中、8 名が「適切であった」と回答。また、研修期間

は、適切であった。（6 名）に対し、適切でなかった。（5 名） 

研修で期待した知識や技術を十分に習得できたとの質問に、1 名が｢いいえ｣と回答。その理由は「研修

期間が短かった」ため。「どちらでもない」が 1 名。「十分に習得できた」と答えたのは 9 名。その成

功要因（複数回答）を以下に示す。 
- 研修中に講師は疑問や質問に対して適切に答えてくれた。（8 名） 
- 研修プログラムの内容がニーズにあっていた。（9 名） 
- 研修期間が適切であった。（7 名） 
- 研修で使用された教材の内容が適切であった。（9 名） 
- コンピュータ、インターネットなど、様々な条件が揃っていた。（2 名） 

訪日研修参加者 11 名すべてが、研修で得た知識や技術は貴方の日常の業務に役立っている、と回答。

訪日研修で得た知識や技術を職場で普及するための方法 
- 職場の他のスタッフに対して職業訓練を行った（4 名） 
- 入手した教材を他のスタッフとシェアした（9 名） 
- USAID のプロジェクトで報告、その他会議等で報告、細胞写真の整理、土井先生のスライド

作りの手伝いなど（各 1 名） 
2.  資機材（データベース関連機材も含む）の投入 (有効回答数は 24 名)

投入品目、タイミング、仕様については、すべての回答者（品目 17 名、タイミング 21 名、仕様 14 名）

が、適切であったと回等。その他は以下のとおり。 
    数量：適切であった。（18 名）適切でなかった。（1 名） 回答なし（5 名） 
  活用されていない機材の有無：ない （18 名） ある（1 名） 回答なし（5 名） 
機材のテキストやマニュアル：回答のあった 20 名すべてが、理解しやすいものであったと回答。 

3.  消耗品・試薬購入、投入機材の維持管理 (有効回答数は 24 名)

回答のあった 22 名すべてが、 消耗品・試薬購入費の調達は円滑に行われていると回答。予算の確保

は以下のとおり（複数回答）。 
- 医療機関の予算によって調達している。（14 名） 
- 保健省から財政支援を得ている。（6 名） 
- 州保健局から財政支援を得ている。（6 名） 
- 市保健局から財政支援を得ている。（0 名） 
- JICA 及び日本政府による支援（8 名） 
- 予算外収入 （2 名） 

機材の維持管理費の確保の方法は以下のとおり（複数回答）。 
- 医療機関の予算によって調達している。（18 名） 
- 保健省から財政支援を得ている。（4 名） 
- 州保健局から財政支援を得ている。（3 名） 
- 市保健局から財政支援を得ている。（0 名） 
- JICA 及び日本政府による支援（2 名） 
- 予算外収入（2 名） 

機材の維持管理を独自で行うことができているか。 
  はい（16 名） いいえ（2 名） (理由：機材メンテナンスを行う技師がいない。)  
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プロジェクト終了後の独力での消耗品、試薬、スペアパーツ等の調達体制は整備されているか。 
回答のあった 16 名中、はい（13 名）いいえ（3 名） 
   
4.  データベース構築体制の確立 (有効回答数 24 名)

一次スクリーニング結果および精密診断結果のデータベース構築体制については、回答をおこなった

10 名すべてが確立されていると回答。 一方、確定診断結果のデータベース構築体制について、確立さ

れていると答えたのは 7 名。 

一次スクリーニングから確定診断結果までのデータが適切な機関で集中管理される体制の確立につい

ては、24 名中、18 名は回答なし。回答した 6 名すべては「構築されている」を選択。 
適切な機関で集中管理されたデータが行政施策に活用される体制についても 15 名は回答なし。回答し

た 6 名中、 確立されている（4 名）に対し、されていない（2 名） 

5. 診断体制 (有効回答数 24 名)

一次スクリーニング検診が効率的・計画的に行われる体制の確立については、回答した 14 名すべては

適切であると答えている。 
一次スクリーニング検診がカバーする住民の数の適当性については、回答した 13 名すべては適切であ

ると答えている。 

一次スクリーニングの有所見者に対する精密診断が効率的、計画的に行われる体制の確立については

回答者 12 人中、はい（9 名）に対し、いいえ（3 名）   
精密診断の結果、被曝者に多く発生する特定疾患のある住民に対し、確定診断が実施される体制の確

立については、回答者 12 人中、はい（8 名）に対し、いいえ（4 名）    
本プロジェクトの診断システムは地域住民に広く認知されているかについては、回答者 12 人すべてが

広く認知されていると回答。 

6. 組織体制 (有効回答数 24 名)

診断センターの管轄機関が市保健局から州保健局へ変更されたことによる変化については、回答者 8
名すべてが、財政が改善して住民の医療サービスへのアクセスも向上した、と回答。 

7. アウトプットと活動の達成度  
7.1 アウトプット 1 ｢行政、住民の放射線影響に対する理解が深まる｣達成

のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.1.1 日本の被爆者行政の経験を行政機関に紹介する。 11 2  
7.1.2 行政機関、医療機関に対して放射線の健康影響に関するセミナーを実

施する。 
13 2  

7.1.3 放射線の健康影響について住民に広報する方法・計画・体制を策定す

る。    
10  1 

7.1.4 上記を総合した、成果 1｢行政、住民の放射線影響に対する理解が深ま

る｣の達成度 
10   

7.2 アウトプット 2 ｢既存の医療施設や検診者を利用した一次スクリーニン

グが効率的、計画的に行われる｣達成のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.2.1 一次スクリーニングの診断項目・対象地域を決定、問診票を整備する。 10  1 
7.2.2 一次スクリーニング体制・組織を整備する。   10  1 
7.2.3 一次診断の判断基準（特に、甲状腺エコー、乳腺エコー、胸部 X 線検

査）を策定する。   
10  1 

7.2.4 一次スクリーニングの年次計画、住民への通知方法を策定する。   9  1 
7.2.5 一次スクリーニングの受診者、受診結果のコンピュータ登録方法・体

制を決定する。   
9  1 

7.2.6 一次スクリーニングの技術レベルを向上させる。  9  1 
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7.2.7二年間のプロジェクト延長期間中に年間 5000件の一次スクリーニング

を完了する。   7 4  

7.2.8 一次スクリーニングの受診者、受診結果をコンピュータに登録する。  8 1 1 
7.2.9 登録データを適切な機関に伝達する。 4 1 5 
7.2.10 機材の操作・維持管理能力を向上させる。 10 2  
7.2.11 上記を総合した、成果 2 ｢既存の医療施設や検診者を利用した一次スクリ

ーニングが効率的、計画的に行われる｣の達成度。 6 3  

7.3 アウトプット 3 ｢一次スクリーニング有所見者に対する精密診断が効率

的、計画的に行われる｣達成のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.3.1 精密診断を実施すべき一次スクリーニングの診断指標を確定する。 11 1  
7.3.2 精密診断の内容、方法を決定し、問診票を整備する。 10   

7.3.3 一次スクリーニング有所見者の追跡管理方法、精密診断の年次計画を

策定する。   6 3  

7.3.4 精密診断のコンピュータ登録方法・体制を決定する。  9  1 
7.3.5 精密診断の技術レベルを向上させる。   8 3  
7.3.6 精密診断を実施する。   8 3  
7.3.7 精密診断の受診者、受診結果をコンピュータに登録する。 8 1 1 
7.3.8 登録データを適切な機関に伝達する。   3 4 2 
7.3.9 機材の操作・維持管理能力を向上させる。   8 1  
7.3.10 上記を総合した、アウトプット 3 ｢一次スクリーニング有所見者に対す

る精密診断が効率的、計画的に行われる｣の達成度 6 3  

7.4 アウトプット 4｢精密診断の結果、被曝者に多く発生する特定疾患の疑い

がある住民に対し、確定診断が実施される｣達成のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.4.1 特定疾患の疑いのある住民の追跡管理方法を策定する。 3 9  
7.4.2 確定診断の受診者、受診結果のコンピュータ登録方法・体制を決定す

る。   7 2 1 

7.4.3 特定疾患の疑いのある住民に対する確定診断の技術レベルを向上させ

る。   4 6  

7.4.4 特定疾患の疑いのある住民に対する確定診断を実施する。 8 4  
7.4.5 確定診断の受診者、受診結果をコンピュータに登録する。 7 2 1 
7.4.6 登録データを適切な機関に伝達する。   3 2 5 
7.4.7 機材の操作・維持管理能力を向上させる。   4 4  
7.4.8 上記を総合した、成果 4 ｢精密診断の結果、被曝者に多く発生する特定

疾患の疑いがある住民に対し、確定診断が実施される｣の達成度 3 6  

7.5 アウトプット 5 ｢一次スクリーニングから確定診断結果までのデータ

が適切な機関で整備される｣達成のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.5.1 一次スクリーニングから確定診断までの結果を各機関で共有する方法

を決定する。   5 3 3 

7.5.2 各機関より適切な機関に送付されたデータを整備する。  5 4 2 
7.5.3 上記を総合した、成果 5 ｢一次スクリーニングから確定診断結果までの

データが適切な機関で整備される｣の達成度。 3 3 3 

7.6 アウトプット 6 ｢適切な機関にて整備されたデータが行政施策に活用

される｣達成のための活動 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 
7.6.1 行政機関がデータを追跡管理時のカウンセリング資料として活用す

る。  5 2  

7.6.2 行政機関が特定疾病の予防施策を策定する。   5 2  
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7.6.3 上記を総合した、成果 6 ｢適切な機関にて整備されたデータが行政施策

に活用される｣の達成度 5  2 

8. プロジェクト目標 
達成 

 

大部分 

達成 

未達

成 

8.1 プロジェクト目標｢セミパラチンスク市周辺の高汚染地区住民に対する

一次スクリーニング・精密診断体制が改善する｣の達成度  

4 8  

8.2 プロジェクト目標達成のための今後の課題：C/P 病院との連絡を整備する。 
 
9. 上位目標 
プロジェクトの上位目標｢セミパラチンスク市及び周辺地域の地域医療体制が改善する｣を達成させる

ための今後の課題：住民のリハビリ方法の改善（2 名） 
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